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一人ひとりの生活に寄り添い、日々の暮らしを豊かに
株式会社カカクコム
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会長メッセージ

創業から26年の間で、インターネットの世界は、発信される情報を受動的に見る場から、ソーシャルメディアの普及とともに、

誰もが情報や意見を発信できる双方向コミュニケーションの場へと進化しました。そして近年、Generative AIをはじめとする

人工知能(AI)の進化、Blockchainを用いた新たな社会アーキテクチャの設計、Beyond 5G/6Gなどの新たな無線通信技術の

開発など、デジタル技術の発展により、さらなるライフスタイルに変化が起きようとしています。

当社はこうした動向を予見し、AIやBlockchainを活用した事業展開を見据えた取り組みを進めてまいりました。2010年に

デジタルガレージと共催で設立した日本で最初のスタートアップ支援プログラム「Open Network Lab」(https://onlab.jp/)

においては、AIやBlockchainを活用した事業を含め、現在まで150社以上の新規事業育成を行ってきました。さらには、デジタ

ルガレージのサンフランシスコ支社と連携し、Generative AIのスタートアップ支援活動がスタートしました。

現在は、これらの取り組みで得られた経験や効果検証結果などをベースに、デジタルガレージの知見や海外ネットワークを

活用し、Generative AIなどの先端技術を用いた事業を共同で展開しています。「食べログ」における、日本初となるChatGPT

プラグインの提供、ネット予約が可能なお店を簡単に検索できる機能の提供も、こうした共同展開の一環です。足元では、デジ

タルガレージグループの決済ソリューションを活用し、両社の協業によって、インバウンド向けネット予約サービス「インバウン

ド予約」の本格展開を開始しました。今後もこのようなデジタルガレージグループとの協業を積極的に推進し、生活者のニーズ

に応え、新たな価値を提供するメディアやサービス事業に進化させていきます。

また、近年では、持続可能な社会を目指すサステナビリティへの関心が高まっています。当社も、単に消費を促すということだ

けではなく、リサイクルやリユースなど地球環境に配慮したものの選び方や、サステナビリティへの貢献という新たな社会的貢

献を意識しながら、これからもみなさまの生活の役に立つメディアやサービス事業を進めていきます。

引き続きカカクコムグループを宜しくお願いいたします。

取締役会長
林 郁
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社長メッセージ

カカクコムは、1997年の創業以来、ショッピング、グルメ、仕事探し、不動産、旅行など、さまざまな領域でインターネットサー
ビスを提供し続けてまいりました。現在、「価格.com」「食べログ」「求人ボックス」をはじめ20を超えるサービスを展開し、多く
の方々にご利用いただいております。

私たちの経営理念は、「ユーザー本位の価値あるサービスを創りつづける」ことです。この理念を胸に、私たちは次の三つの大

切なことを心掛けております。

第一に、「常にユーザーファーストの視点を持つ」こと。

私たちは、ユーザーにとって真に役立つサービスとは何かを常に考え、それを実現するための開発・運営に取り組んでいます。

日々の生活やニーズについての深い理解と先見的な視点に基づき、ニーズに応えるだけでなく、期待を超える、日々の暮らしが

豊かになるようなサービスを創出し提供することを目指しています。

第二に、「進化し続けるテクノロジーの波を敏感に察知し、新しい技術にも挑戦し続ける」こと。

テクノロジーの進化によって、私たちの生活を大きく変える新しい技術が次々に登場しています。私たちは、生成AIをはじめ
とする先進的な技術を積極的に取り入れ、革新的なサービスを提供するために、日々研究・開発に取り組んでいます。

最後に、「社会課題を解決し、持続可能な社会の実現を目指す」こと。

カカクコムグループのサービスは、日々の暮らしを便利にすると同時にその広がりによって新しい常識となり、さまざまな社

会課題を解決しています。また、会社として、環境保護や社会貢献も重視して取り組みを進めています。私たちはこれらの取り組

みをさらに推進し、持続可能な社会の実現に今まで以上に貢献できるよう努力しています。

カカクコムグループは、変わらぬ理念のもと、革新と挑戦を通じて加速的に進化しながらさらなる成長を続けてまいります。

価格.com、食べログ、求人ボックスをはじめとする今あるサービスに加え、その内外において生まれる新たなサービスを育て成
長させることによって、皆様のいまと未来における日々の生活に価値を提供し、より豊かな社会の実現に貢献できるよう、社員

一同、心を一つにして取り組んでまいります。

引き続き、ご支援、ご愛顧を賜りますよう、心よりお願い申し上げます。

代表取締役社長
村上 敦浩
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沿革

1997年4月に創業、1997年5月にウェブサイト「価格.com」を創設し価格情報提供
サービスを開始した後、1997年12月に当社は設立されました。

1997年 12月 ㈲コアプライス設立

1999年 12月 本社を東京都台東区に移転

2000年 5月 ㈲コアプライスから㈱カカクコムへ組織及び商号変更

2000年 9月 本社を東京都台東区内で移転

2001年 3月 子会社（議決権所有割合100％）として㈲コアプライス（現・㈱カカ
クコム・インシュアランス）を設立

2002年 6月 ㈱デジタルガレージの資本参加を受ける

2002年 7月 ㈱デジタルガレージから役員を招聘し、同社の子会社となる

2003年 10月 東京証券取引所マザーズに株式を上場

2004年 6月 本社を東京都文京区に移転

2005年 1月 フォートラベル㈱を株式取得及び株式交換により完全子会社化

2005年 3月 東京証券取引所市場第一部へ市場変更

2007年 4月 ㈱エイガ・ドット・コムを株式取得により子会社化

2009年 5月 ㈱デジタルガレージが保有する当社株式の一部をカルチュア・コ
ンビニエンス・クラブ㈱へ譲渡完了。㈱デジタルガレージ及びカル
チュア・コンビニエンス・クラブ㈱の持分法適用関連会社となる

2010年 6月 本社を東京都渋谷区に移転

2011年 11月 関西支社を大阪市北区に開設

2012年 5月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱が保有する当社株式の一部を
㈱電通（現・㈱電通グループ）へ譲渡完了

2012年 6月 ㈱電通（現・㈱電通グループ）の持分法適用関連会社となる

2014年 3月 ㈱タイムデザインを株式取得により子会社化

2015年 2月 ㈱webCGを株式取得により子会社化

2018年 1月 ㈱LCLを株式取得により子会社化

2018年 2月 ㈱ガイエを株式取得により子会社化（2023年8月に全株式を譲渡）

2018年 7月 九州支社を福岡市博多区に開設

2018年 8月 ㈱電通（現・㈱電通グループ）が保有する当社株式をKDDI㈱へ譲渡
完了

2018年 10月 KDDI㈱の持分法適用関連会社となる

2020年 1月 渋谷オフィスを東京都渋谷区に開設

2021年 9月 フォートラベル㈱を吸収合併

2022年 4月 東京証券取引所プライム市場へ区分移行

2022年 10月 ㈱Patheeを株式取得により子会社化

組織の沿革



Annual Report 2023-2024 06

沿革

サービスの沿革
1997年 5月  価格.comの前身となる「￥CORE PRICE￥（コアプライス）」開設

2000年 3月  「￥CORE PRICE￥（コアプライス）」の名称を「￥パソコン価格情報￥」を経て「価格.com」に変更

2005年 1月  旅行のクチコミと比較サイト「フォートラベル」を運営するフォートラベル㈱がグループに加わる

2005年 3月  レストラン検索・予約サービス「食べログ」開設

2005年 4月  総合保険比較サイト「価格.com保険」を運営する㈱カカクコム・インシュアランス設立

2007年 4月  総合映画情報サイト「映画.com」を運営する㈱エイガ・ドット・コムがグループに加わる

2008年 8月  不動産住宅情報サイト「スマイティ」開設

2014年 3月  「ダイナミックパッケージ予約プラットフォーム」を提供する㈱タイムデザインがグループに加わる

2014年 6月  ライフスタイルメディア「キナリノ」開設

2015年 2月  クルマ好きのための情報サイト「webCG」を運営する㈱webCGがグループに加わる

2015年10月  求人情報の一括検索サービス「求人ボックス」開設

2016年 1月  旅行記事メディア・ホテル予約サイト「icotto」開設

2018年 1月  全国の高速バス・夜行バス、バスツアーの料金比較サイト「バス比較なび」、高速バス・飛行機・新幹線の最安値比
較サイト「格安移動」及び高速バス・バスツアーのお役立ち情報メディア「バスとりっぷ」を運営する㈱LCLがグ
ループに加わる

2018年 2月  映画等のデジタルプロモーションエージェンシーである㈱ガイエがグループに加わる（2023年8月に株式譲渡
に伴いグループ外へ）

2022年10月  お買い物スポット情報サイト「Pathee.com」、小売店向けデジタル販促ツール「STORECAST」を運営する
㈱Patheeがグループに加わる
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連結子会社・従業員数

名称 住所 資本金又は
出資金（百万円） 主要な事業の内容 議決権の所有又は

被所有割合（％）

㈱カカクコム・インシュアランス（注）1 東京都港区 105 保険代理店業務 100.0

㈱エイガ・ドット・コム 東京都千代田区 26 総合映画情報サイト『映画.com』運営等 70.0

㈱タイムデザイン（注）1 東京都渋谷区 307 ダイナミックパッケージ事業 85.5 

㈱webCG 東京都渋谷区 10 自動車専門サイト『webCG』『mobileCG』の運営等 66.5

㈱LCL 東京都渋谷区 50 高速バス比較サイト『バス比較なび』の運営等 100.0

㈱Pathee（注）1 東京都渋谷区 100 お買い物スポット情報サイト『Pathee』及び
小売店向けデジタル販促ツール『STORECAST』の運営 77.9

その他3社

セグメントの名称 従業員数（連結）単位：名 従業員数（単体）単位：名

合計 1,381 （328） 1,130 （283）

 注  1．特定子会社に該当しております。
 参考  持分法適用会社、その他の関係会社の状況は有価証券報告書をご参照ください。　（事業年度 第27期）「第一部【企業情報】第1【企業の概況】4【関係会社の状況】（2）及び（3）」

 注  従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は年間の平均人員を（　）にて外数で記載

連結子会社 （2024年3月時点）

従業員数 （2024年3月時点）
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連結業績・連結従業員数 推移

連結業績 ※2016年3月期までJGAAP、2017年3月期分よりIFRS

連結従業員数
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事業概要

カカクコムグループは、当社、連結子会社9社及び持分法適用会社1社で構成されており、1997年の創業当時からサービスを提供している購買支援サイト「価
格.com」をはじめ、レストラン検索・予約サービス「食べログ」、求人情報の一括検索サービス「求人ボックス」など、幅広い領域においてサービスを展開しております。

各サービスの詳細は、22ページから36ページまでをご参照ください。
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経営戦略

事業方針・成長イメージ
当社は、価格.com及び食べログにおいてそれぞれの領域で地位を確立す
るとともに、新規事業の拡大にも取り組み、求人ボックスはこれらの事業

に続く第三の柱として成長となりました。また、㈱タイムデザインや㈱LCL、
㈱Patheeのように、当社グループに加えた子会社もございます。今後も、
既存事業の安定した運営、成長はもちろんのこと、既存事業のサービス領

域における事業モデルの拡張、新規事業の創出や外部との提携を通じて

成長を続けてまいります。

今後の新たな展開
価格.com、食べログ、求人ボックスなどの事業を成長させていくと同時に、
社内リソース、ノウハウを活用した新規事業の立ち上げや、テクノロジーや

サービスのトレンドを見据えた新規サービスの展開など、多岐にわたるア

プローチで規模の拡大を図ってまいります。
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株主の状況、還元等

株式の状況
当社の2024年3月31日現在における発行済株式総数は198,218,300株であり、その所有者別の状況
に関しては以下のとおりです。

株主還元の方針
当社は、企業価値の長期継続的な創出・向上が株主利益貢献の基本であ
るとの認識のもと、株主の皆様への継続的かつ適正な利益還元と将来の
事業展開と経営体質の強化をともに実現するため、既存事業の運営及び
成長投資に必要な資金を手元に残し過剰な内部留保は株主の皆様へ還
元するという方針に則り、各期の連結業績、配当性向及び内部留保を総合
的に勘案し、配当（年2回）及び自己株式の取得（機動的）を行っております。 
配当、自己株式取得及び消却の実績は以下のとおりです。

配当

自己株式の取得

自己株式の消却

大株主の状況
当社の2024年3月31日現在における大株主の状況は、以下のとおりです。

中間配当 期末配当 配当性向（連結）
2018年3月期 16円 16円 43.3%
2019年3月期 18円 18円 45.2%
2020年3月期 20円 20円 45.3%
2021年3月期 20円 20円 70.0%
2022年3月期 20円 20円 57.4%
2023年3月期 20円 20円 50.4%
2024年3月期 23円 23円 50.9%

2025年3月期（予想） 25円 25円 50.9%

取得株式数 取得価額
2018年3月期 6,864,300株 10,779,644,437円
2019年3月期 1,355,000株 2,999,825,596円
2020年3月期 2,856,500株 7,999,928,776円
2022年3月期 1,423,800株 4,999,800,476円
2023年3月期 3,518,200株 7,999,914,791円
2024年3月期 3,544,700株 5,999,874,822円

消却株式数
2018年3月期 7,555,100株
2019年3月期 1,100,000株
2020年3月期 2,800,000株
2022年3月期 1,423,800株
2023年3月期 3,518,200株
2024年3月期 3,544,700株

 注  自己株式651,327株は、「個人その他」に6,513単元及び「単元未満株式の状況」に27株を含めて記載しております。

 注  持株比率は、自己株式（651,327株）を控除して計算しております。

※2021年3月期につきましては、新型コロナウイルスの感染拡大により先行きが不透明であり、実施を見送りました。

区分

株式の状況（1単元の株式数100株）
単元未満
株式の状況
（株）

政府及び
地方公共
団体

金融機関 金融商品 
取引業者

その他の 
法人

外国法人等 個人 
その他 計

個人以外 個人

株主数（人） - 30 30 55 343 59 9,767 10,284 -

所有株式数
（単元） - 326,712 58,086 764,504 739,799 354 92,450 1,981,905 27,800

所有株式数の
割合（％） - 16.48 2.93 38.57 37.33 0.02 4.66 100.00 -

株主名 持株数 持株比率

株式会社デジタルガレージ 40,917,700 20.71%
KDDI株式会社 35,016,000 17.72%
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 22,317,500 11.30%
株式会社日本カストディ銀行（信託口） 7,880,400 3.99%
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505001 4,465,113 2.26%
ビーエヌワイエム アズ エージーテイ クライアンツ ノン トリーティー ジヤスデツク 4,295,987 2.17%
SSBTC CLIENT OMNIBUS ACCOUNT 3,519,767 1.78%
RBC IST 15 PCT NON LENDING ACCOUNT - CLIENT ACCOUNT 3,077,534 1.56%
バンク オブ ニユーヨーク ジーシーエム クライアント アカウント ジエイピーアールデイ アイエスジー エフイー－エイシー 2,822,724 1.43%
ザ バンク オブ ニューヨーク メロン 140044 2,048,300 1.04%
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コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
当社は、株主をはじめ、顧客、取引先、従業員ひいては社会全体の共栄を目指すべきであり、またこれにより企業価値が継続的に増大するとの認識を

有しております。そしてその達成のため、社会的に有用なサービスを創出するとともに、各ステークホルダーとの関係強化及び経営統治機能の充実

を図ることが、当社のコーポレート・ガバナンスに関する取り組みの基本的な考え方であり、経営上の最重要項目と位置付けております。また、今後

も社会環境の変化や、法令等の施行・改定に応じてコーポレート・ガバナンスの実効性を高めるために必要な見直しを行っていく方針です。

 参考  CG報告書「Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報　1.基本的な考え方」
https://corporate.kakaku.com/wordpress/wp-content/uploads/2024/07/Corporate-Governance_20240628_J_r2.pdf
コーポレートサイト 
https://corporate.kakaku.com/company/governance
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取締役会及び監査役会の構成
取締役会及び監査役会におけるスキル・多様
性について
当社の取締役会は、バランス・多様性のとれた体制を

維持することを基本方針としたうえで、各事業分野及

び経営者出身の社内取締役と、多様なステークホル

ダーの視点から成長戦略やガバナンスについて問題

提起のできる複数の社外取締役で構成され、監査役

会は、財務・会計、法律の専門知識を有する監査役に

より構成されております。

 参考  CG報告書　「Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及
び資本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コード
の各原則に基づく開示】　【補充原則4-11-1　取締役会全体としての知識・
経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】」

独立社外取締役の独立性基準
株式会社東京証券取引所の定める独立役員の要件に

加え、会社や取締役との関係等を勘案して独立性に

問題のないこと、経営の監督機能発揮に必要な出身

分野における実績と見識を有していること等を勘案し、

一般株主と利益相反の生じるおそれのない者を独立

取締役に指定しております。

 参考  CG報告書　「Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及
び資本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コード
の各原則に基づく開示】　【原則4-9　独立社外取締役の独立性基準】」
CG報告書　「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その
他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　1.機関構成・組織運営等に係る
事項　【独立役員関係】　その他独立役員に関する事項」

取締役会の諮問機関
当社は、独立社外取締役が過半数を占める任意の指

名・報酬委員会を設けており、経営陣幹部・取締役の

指名・報酬について取締役会に提言・助言を行う事で、

取締役の報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客

観性と説明責任の強化を図っております。

 参考  CG報告書　「Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及
び資本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コード
の各原則に基づく開示】　【補充原則4-10-1　任意の諮問委員会設置】」

取締役会の実効性に関する分析・評価
当社は、取締役会の実効性の維持・向上を目的として、

年に一度、取締役会全体の実効性について自己評価を

行い、その結果の概要を開示しております。2024年3月
期につきましても、社外役員を含む全取締役及び監査

役を対象に取締役会の実効性に関するアンケートを実

施し、その集計結果に基づき取締役会にて共有、今後に

向けた課題認識をいたしました。2024年3月期におき
ましては、主に以下の事項について、改善のための建設

的な意見が提示されました。

• 事業の中長期的な成長戦略

• サクセッションプランや管理職等の人材の多様性・
育成方針に関する議論

• テクノロジーや外的リスクに対する対応

• サステナビリティに関する取り組み

• 投資家との対話

• 独立社外役員同士のコミュニケーション等

 参考  CG報告書　「Ⅰ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び
資本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コードの各
原則に基づく開示】【補充原則4-11-3　取締役会全体の実効性の分析・評価・
開示】」

指名・報酬委員会

構成
（2024年7月時点）

村上　敦浩（委員長／代表取締役）

加藤　智治（独立社外取締役）

木下　雅之（独立社外取締役）

主な討議テーマ

• 取締役候補者及び取締役会の体制につ
いて

• 取締役の報酬内容及び制度について
• 後継者計画や幹部社員の登用について
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取締役
取締役会長
林 郁
1995年 8月 ㈱デジタルガレージ設立 代表取締役
2002年 7月 当社代表取締役会長
2003年 6月 当社取締役会長（現任）
2016年 7月 Digital Garage US, Inc. Director Chairman and 

CEO（現任）
2016年 9月 ㈱BI.Garage代表取締役会長兼CEO（現任）
2016年 9月 ㈱デジタルガレージ代表取締役兼社長執行役員グ

ループCEO（現任）
2017年 5月 ㈱DGインキュベーション（現㈱DGベンチャーズ） 

代表取締役会長兼社長（現任）

2021年 6月 ㈱DGフィナンシャルテクノロジー代表取締役会長CEO
（現任）

2021年 6月 ㈱DGインキュベーション代表取締役会長兼社長（現任）

取締役 兼 上級執行役員CFO
粕谷 進一
1989年 4月 山一證券㈱入社
1998年 3月 ㈱レントラックジャパン（現 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱）入社
2002年 6月 同社取締役管理本部長
2008年 4月 ㈱TSUTAYA（現 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱）取締役管理本部長
2009年 6月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱取締役CSO
2009年 6月 当社社外取締役
2010年 4月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱取締役CFO
2013年 4月 ㈱力の源カンパニー（現 ㈱力の源ホールディングス）取締役CSO
2017年 6月 同社常務取締役CFO
2019年 4月 ㈱渡辺製麺代表取締役社長
2019年 6月 京都きもの友禅㈱（現 ㈱YU-WA Creation Holdings）取締役経営管理本部長
2021年 4月 同社取締役副社長
2023年 6月 カルチュア・エンタテインメント㈱取締役執行役員経営企画本部長
2024年 4月 当社入社
2024年 4月 当社執行役員CFOコーポレート本部長
2024年 6月 当社取締役執行役員CFOコーポレート本部長
2024年 7月 当社取締役上級執行役員CFOコーポレート本部長（現任）

代表取締役社長 兼 社長執行役員
村上 敦浩
1998年 5月 アンダーセンコンサルティング㈱（現 アクセンチュア㈱）入社
2002年 10月 ㈱アロウズコンサルティング（現 EYストラテジー・アン

ド・コンサルティング㈱）入社
2004年 10月 当社入社
2006年 5月 当社事業開発部CGM推進室長
2008年 5月 当社事業開発本部副本部長
2009年 4月 当社執行役員食べログ本部長
2011年 6月 当社上席執行役員食べログ本部長
2012年 6月 当社取締役食べログ本部長兼新規事業部長
2013年 4月 当社取締役新規事業準備室長
2014年 8月 弁護士ドットコム㈱社外取締役（現任）
2015年 4月 当社取締役
2019年 7月 当社取締役執行役員
2023年 7月 当社取締役副社長執行役員
2024年 4月 当社代表取締役社長 社長執行役員（現任）

取締役
大熊 将人
1999年 4月 三菱商事㈱入社
2011年 3月 ㈱ファーストリテイリング入社
2015年 12月 UNIQLO USA LLC Vice President
2016年 11月 ㈱デジタルガレージ入社
2017年 4月 同社執行役員DG Lab COO
2017年 12月 Digital Garage US, Inc. Director COO（現任）
2018年 6月 ㈱デジタルガレージ取締役兼上席執行役員SEVP DG Lab COO兼グ

ループCEO本部長兼グループCEO本部ビジネス・イノベーション部長
2019年 4月 ㈱Crypto Garage代表取締役CEO（現任）
2019年 6月 ㈱DG Daiwa Ventures代表取締役
2021年 6月 ㈱デジタルガレージ取締役兼常務執行役員インキュベーションテク

ノロジー・セグメント管掌兼DG Lab管掌、戦略事業及び海外事業
担当兼グループCEO本部共同本部長兼デジタルヘルス事業部長

2023年 6月 同社取締役兼専務執行役員CSO グローバル投資インキュベーショ
ン・セグメント管掌兼ロングタームインキュベーション・セグメント管掌

2023年 7月 ㈱DG Daiwa Ventures 3号 代表取締役
2024年 6月 当社取締役（現任）
2024年 6月 ㈱DG Strategic Investment代表取締役社長（現任）
2024年 6月 ㈱デジタルガレージ取締役兼専務執行役員CBDOロング

タームインキュベーション・セグメント管掌（現任）

取締役 兼 上級執行役員CHRO
宮崎 加奈子
2002年 4月 アクセンチュア㈱入社
2005年 1月 ㈱グランドール（現 ㈱グランドールインターナショナル）入社
2008年 8月 ㈱セドナ入社
2010年 10月 当社入社
2013年 4月 当社食べログ本部オンライン予約事業部長
2014年 4月 当社食べログ本部飲食店事業部長
2015年 4月 当社執行役員メディア企画本部長兼メディア企画本部価格.com事業部長
2016年 4月 当社執行役員メディア企画本部長
2017年 4月 当社執行役員価格.com本部長
2019年 6月 当社取締役価格.com本部長
2019年 7月 当社取締役執行役員価格.com本部長
2020年 4月 当社取締役執行役員ショッピング事業本部長
2022年 4月 当社取締役執行役員
2023年 7月 当社取締役執行役員人事総務本部長
2024年 4月 当社取締役執行役員CHRO人事総務本部長
2024年 7月 当社取締役上級執行役員CHRO人事総務本部長（現任）

社外取締役   独立 
加藤 智治
1999年 4月 ドイチェ証券（現 ドイツ銀行）入社
2000年 4月 マッキンゼー・アンド・カンパニー入社
2004年 4月 フィールズ㈱（現 円谷フィールズ㈱）入社
2007年 12月 ユニゾン・キャピタル㈱入社

㈱あきんどスシロー出向 社長室長
2008年 12月 ㈱あきんどスシロー専務取締役
2012年 10月 同社取締役COO
2014年 3月 ㈱ターン・アラウンド・マネジメント設立 代表取締役社長
2015年 6月 ゼビオ㈱入社
2015年 10月 同社代表取締役社長
2015年 10月 ゼビオホールディングス㈱副社長執行役員
2017年 6月 当社社外取締役（現任）
2021年 4月 まん福ホールディングス㈱設立 代表取締役社長（現任）
2021年 4月 VISION UNITED㈱設立 代表取締役社長
2022年 6月 大豊建設㈱社外取締役（現任）
2023年 10月 VISION UNITED㈱取締役（現任）
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取締役

監査役

社外取締役   独立 
岩瀬 大輔
1998年 4月 ボストン・コンサルティング・グループ入社
2001年 12月 ㈱リップルウッド・ジャパン入社
2006年 10月 ネットライフ企画㈱（現 ライフネット生命保険㈱）取締役副社長
2009年 2月 ライフネット生命保険㈱代表取締役副社長
2013年 6月 ㈱ベネッセホールディングス社外取締役
2013年 6月 ライフネット生命保険㈱代表取締役社長兼COO執行役員
2016年 6月 同社代表取締役社長
2018年 6月 同社取締役会長
2018年 7月 AIA Group Limited Group CDO（グループ最高デジタル責任者）
2020年 6月 ㈱ベネッセホールディングス社外取締役
2020年 8月 ㈱INFORICH社外取締役
2020年 8月 Spiral Capital㈱マネージングパートナー
2021年 3月 ㈱メドレー社外取締役
2021年 4月 YCP Holdings（Global）Limited社外取締役
2021年 4月 KLKTN Limited Co-Founder Chief Executive Officer（現任）
2023年 3月 Animoca Brands㈱代表取締役（現任）
2024年 1月 Spiral Capital㈱シニアアドバイザー（現任）
2024年 2月 ㈱MyAnimeList社外取締役（現任）
2024年 6月 ㈱ベネッセホールディングス取締役副会長（現任）
2024年 6月 当社社外取締役（現任）

監査役
平井 裕文
1987年 4月 JUKI㈱入社
1996年 2月 ㈱コーエー（現 ㈱コーエーテクモホールディングス）

入社

1999年 1月 ㈱コーエーネット（現 ㈱コーエーテクモネット）入社
2002年 9月 当社入社
2002年 11月 当社経理総務部長
2005年 7月 当社執行役員管理本部長
2011年 6月 当社専務執行役員管理本部長
2019年 6月 当社常勤監査役（現任）

社外監査役   独立 
梶木 壽
1977年 4月 検事任官
2010年 6月 高松高等検察庁検事長
2010年 12月 広島高等検察庁検事長
2011年 9月 防衛省防衛監察官
2015年 4月 弁護士登録　フレイ法律事務所入所
2015年 6月 ㈱みずほフィナンシャルグループ業務監査委員会特

別委員
2015年 9月 一般社団法人日本投資顧問業協会規律委員会委員長

(現任)
2016年 4月 最高裁判所行政不服審査委員会委員(現任)
2016年 6月 前田道路㈱社外取締役
2018年 6月 当社社外監査役（現任）
2024年 7月 上田廣一法律事務所入所（現任）

社外取締役
門脇 誠
1996年 4月 第二電電㈱（現KDDI㈱）入社
2019年 4月 同社コンシューマ事業本部コンシューマ事業企画本

部コンシューマ事業企画部長
2020年 10月 同社パーソナル事業本部パーソナル企画統括本部

パーソナル事業企画部長兼同事業本部サービス統括
本部通信とライフデザインの融合部長

2021年 4月 同社パーソナル事業本部マーケティング本部マーケ
ティング企画部長

2022年 4月 同社経営戦略本部経営企画1部長
2022年 6月 Supershipホールディングス㈱取締役（現任）
2023年 4月 KDDI㈱執行役員経営戦略本部長
2023年 4月 ㈱KDDI総合研究所取締役（現任）
2023年 6月 当社社外取締役（現任）
2024年 4月 KDDI㈱執行役員パーソナル事業本部副事業本部長 事業

戦略/システム担当 兼 パーソナル事業戦略本部長（現任）

社外取締役   独立 
木下 雅之
1978年 4月 三井物産㈱入社
2004年 4月 同社経営企画部長
2008年 4月 同社執行役員金属資源本部長
2010年 4月 同社常務執行役員金属資源本部長
2011年 4月 同社常務執行役員CIO兼CPO
2011年 6月 同社代表取締役常務執行役員CIO兼CPO
2012年 4月 同社代表取締役専務執行役員CIO兼CPO
2014年 4月 同社代表取締役副社長執行役員CIO兼CPO
2016年 4月 同社取締役
2016年 6月 同社顧問
2016年 6月 NSユナイテッド海運㈱社外取締役（2023年6月退任）
2020年 6月 当社社外取締役（現任）
2023年 2月 ㈱アルファドライブ社外取締役（現任）

社外監査役   独立 
根本 裕子
1999年 4月 監査法人トーマツ（現 有限責任監査法人トーマツ）入

所

2002年 6月 公認会計士登録
2008年 5月 ㈱三菱東京UFJ銀行（現 ㈱三菱UFJ銀行）入行
2009年 10月 根本会計事務所代表（現任）
2021年 6月 当社社外監査役（現任）
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監査体制及び内部統制について
監査役と内部監査部門である内部監査室は、定期的に
会合を持つことで連携し、効果的な監査を行うことに務
めております。なお、監査役と会計監査人は、情報交換、
意見交換を行うなど監査の実効性と効率性の向上を目
指しております。また、当社は、会社法及び会社法施行
規則に基づき、当社の業務の適正を確保するための体
制を整備しております。

監査役監査
当社の監査役会は、監査役の独立性、監査の実効性を
確保するため、常勤監査役1名及び社外監査役2名の
3名（うち、女性1名）で構成されております。常勤監査
役は、取締役会のみならず、社内の重要な会議への出
席、重要な決裁書類の閲覧、さらには連結子会社から
事業の報告を求める等の方法により監査を実施し、経
営に対する監視・監査機能を果たしております。

内部監査
内部監査につきましては、内部監査室が、内部監査機能
の充実を図るため、社長直属の組織として運営し、年間
の監査計画に基づいてグループ全体の業務執行が適
正かつ効率的に行われているかを監査しております。

会計監査
当社は、EY 新日本有限責任監査法人と監査契約を締
結し、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法
に基づく監査を受けており、必要に応じて適宜適切な
監査が実施されております。
※当社の監査法人は次のとおり異動しております。

2024年3月期（連結・個別）
　　有限責任監査法人トーマツ
2025年3月期（連結・個別）
　　EY 新日本有限責任監査法人

 参考  CG報告書　「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織
その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況　1.機関構成・組織運営等に係
る事項　【監査役関係】　監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況」
CG報告書　「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その
他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 2.業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項 （監査役及び監査役会）」
CG報告書　「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その
他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 2.業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項　（会計監査人）」
CG報告書　「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その
他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 2.業務執行、監査・監督、指名、報
酬決定等の機能に係る事項（内部監査）」
CG報告書　「Ⅳ内部統制システム等に関する事項　1.内部統制システムに
関する基本的な考え方及びその整備状況」

役員報酬について
基本方針
当社の取締役の報酬に関する基本方針は以下のとお
りです。

• 当社の経営方針に合致する企業価値の向上及び中
長期的な成長に資するものであること。

• 報酬等の水準は、職責及び成果に十分見合う競争
力のあるものを維持すること。

• 報酬等の構成は、基本報酬に加えて、中長期インセン
ティブとして付与する株式報酬、及び1年間の業績に
連動して支給する賞与とすること。

報酬の構成
当社の業務執行取締役にかかる役員報酬は、基本報

酬に加えて、中長期インセンティブとして付与する株
式報酬、及び事業年度毎の短期的な業績に連動する
現金賞与（短期インセンティブ）で構成しております。
現金賞与の指標には当社連結営業利益の達成率を用
いて設定し、具体的な支給額の算定の方法及び付与
の時期や条件は、業績の達成度及び各業務執行取締
役の役位、責任、期待する役割や適切なインセンティ
ブ付けの観点を踏まえて設定し、具体的な支給額や算
定方法は以下の基準を用いております。

業務執行取締役の個人別の報酬の額のうち、基本報酬
と株式報酬の割合は6：4とすることを目安としており、
各報酬の額についての業務執行取締役の個人別の報
酬の額に対する割合の目安は、現金賞与の額が基本報
酬と株式報酬に加わることで定まる割合とします。な
お、その他の取締役及び監査役は、自らは業務執行を
行わず、業務執行取締役の業務執行を監督・監査する
というその職責に鑑み、基本報酬のみとしております。

 参考  CG報告書「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資
本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コードの各原
則に基づく開示】　【補充原則4-2-1　経営陣報酬の適切な評価基準策定】」
CG報告書「Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他の
コーポレート・ガバナンス体制の状況　1．機関構成・組織運営等に係る事項　
【取締役報酬関係】　報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容」

指標 達成率 支給額

通期業績予想で公表し
た当期連結営業利益の

達成率

95%未満 0

95%
～105％未満

基本報酬
＋株式報酬の10％

105％以上 基本報酬
＋株式報酬の20％
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動する上で遵守すべき基本的な倫理基準及び行動指

針を定めております。
 参考  コンプライアンス・プログラム
https://corporate.kakaku.com/company/governance

コンプライアンス体制

コンプライアンス・プログラムに基づき、内部監査室・

監査役会が会社全体の状況を把握するとともに、コン

プライアンス体制の整備・強化を担っています。

コンプライアンスの教育・研修・啓発
従業員に向けて、入社時のコンプライアンス基礎研

修・ソーシャルメディアポリシー研修をはじめ、年に1
回のインサイダー取引に関する研修、関連する法律の

改定時には法令研修を行うなど、継続した研修体制を

整えています。また、社内規定や制度おいては、社内向

けのガイダンスページを設け、定期的にアナウンスを

行うなど、浸透に努めています。従業員として身に付け

るべき考え方や社内規定などを確認することによって、

コンプライアンス意識の醸成に取り組んでいます。

情報開示体制
当社グループでは、東京証券取引所の「上場有価証券

の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に

基づき、会社情報の適時開示を行っています。また、適

時開示規則の基準に照らして、開示する義務がない情

報についても、株主・投資家の皆さまへの情報開示が

有益と判断するものについては、積極的な開示を行っ

ております。

 参考  CG報告書　「Ⅴその他　2．その他コーポレート・ガバナンス体制等に
関する事項」

政策保有株式に関する考え方
当社は、実効的なコーポレート・ガバナンスを実現し、当

社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値の

向上に資するため、業務提携の強化など経営戦略の一

環として、必要と判断する企業の株式を保有することが

あります。取締役会において、政策保有株式の保有や縮

減の判断を行うにあたり、リターンとリスク等を踏まえ

た中長期的な観点から検証を行い、保有の目的や合理

性を確認しております。2024年3月期におきましては、
以下のとおり政策保有株式を保有しております。

コンプライアンス及び情報開示体制
コンプライアンス・プログラム
当社グループでは、「コンプライアンス・プログラム」に

おいて、コンプライアンス徹底のための手順を定め、当

社グループの役職員が、良識を持った企業人として行

 参考  CG報告書　「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び
資本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コードの各
原則に基づく開示】　【原則1-4　政策保有株式】」
有価証券報告書（事業年度　第27期）「4【コーポレート・ガバナンスの状況等】　
（5）【株式の保有状況】」

（上記の他、非上場株式を3銘柄保有しております。）

銘柄

2024年3月期

株式数（株）

貸借対照表計上額（百万円）

㈱ゼンリン
274,950

233
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株主及び投資家とのコミュニケーションに
ついて
当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上の

ため、日ごろから株主と対話することの重要性を認識し

ており、代表取締役社長をはじめとする経営陣幹部に

よる対話等を国内外問わず推進しております。

 参考  CG報告書　「Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び
資本構成、企業属性その他の基本情報　【コーポレートガバナンス・コードの各
原則に基づく開示】　【補充原則5-1　株主との建設的な対話に関する方針】」

リスクマネジメント体制
リスクマネジメントの最高責任者を代表取締役社長と

し、取締役会、監査役会、常勤取締役及び執行役員で構

成されたリスクマネジメント体制を構築しています。

リスクの顕在化を回避・抑制する内部統制の有効性を

担保する取り組みとして、定期的に内部監査を行ってい

ます。具体的には、複数年の監査計画を立てた上で、当

社グループのリスクマネジメント体制及びその整備運

用状況について内部監査室が独立的かつ客観的な立

場から監査を実施し、その結果について、取締役会、監

査役会、代表取締役社長に報告します。内部監査の対

象となるテーマは、J-SOX評価のほか、リスクの重要度
に応じて複数選定します。なお、内部監査の年間計画を

立案する際は、事業の規模や環境、当社が負うべき社会

的責任等の変化、並びに顕在化したリスクの振り返り

を踏まえて中長期的なリスクの識別と評価を行った上

で、内部監査テーマの見直しを行っています。

リスクが顕在化した場合は、発生部門で重要度を判定

し、対処と再発防止策を講じるとともに、重要なリスク

については発生部門を管掌する執行役員が経営会議

（常勤取締役、執行役員等で構成）で報告します。報告

された対処・判断に疑義があれば代表取締役社長が是

正指示を行います。

なお、特に重要なリスクについては、関連する委員会へ

の報告・相談、取締役会、監査役会への報告も、必要に

応じて行われています。

中長期的なリスクの特定と評価
当社では、リスクを大きく「事業内容に係わるリスク」

「企業運営に係わるリスク」「外部環境に係わるリスク」

の3つに分類した上で特定し、リスクの重要性を影響の
大きさと発生頻度に応じて、少なくとも毎年1回評価し
ております。事業等のリスクに関する具体的な内容につ

いては有価証券報告書をご覧ください。

 参考  有価証券報告書（事業年度　第27期）「3【事業等のリスク】」

リスクカルチャーの醸成
従業員に向けて、認識すべきリスクとリスクについてと

るべき適切な対策や行動についての社内周知や研修（e
ラーニングなど）を実施しており、特に情報セキュリティ

及び個人情報保護に関しては年1回全ての従業員を対
象として研修を実施しております。

また、リスクに関する疑問や懸念が生じた際には相談が

できるよう窓口を設けております。

なお、リスク管理に深く関わる部署の従業員について

は、必要に応じて個人の目標にリスク管理に関わるアク

ションや成果の達成を組み込み、評価するよう対応して

おります。

加えて、グループ全体のリスク管理の観点から、子会

社・関連会社からの報告体制を整備するとともに、それ

ぞれが洗い出した事業に関連するリスクとその対策状

況について定期的なチェックを実施しています。
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新規事業・M&A
ショッピングや外食、求人、不動産などの既存の領域に
おいてアセットを活用しながら、例えばAIをはじめとす
る技術の活用や、グローバル、BtoB、あるいはリアルビ
ジネスなどの展開によって早期の立ち上げや利益率の
向上を目指す「縦型のアプローチ」と、既存事業で培っ
たノウハウを活用し、サービスを提供する業界を拡張す
る「横型のアプローチ」で推進しています。

この2つのアプローチによって調査・検討を行い、その
上で経済合理性があれば積極的に実行するという方針
です。

トピックス：インキュベーションセグメントの成長イメージ
2024年4月に新たな事業組織としてインキュベーション事業本部を設置しました。

不動産、旅行・移動、ライフス
タイル・エンタメといった既
存の事業領域におけるオーガ
ニックな成長に新規事業の創
出とM&Aによる成長を加え
ることによって、非連続な成
長を目指していきます。
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デジタルガレージ社との取り組みについて
IPO前からの筆頭株主であるDG社とは長期にわたり協業関係にあります。当社は、ショッピング、飲食、求人、不動産、
旅行などのさまざまな領域において、DG社の有するデータ基盤やフィンテック、先端技術といったアセットを活用し
た取り組みを展開しています。

• 食べログ多言語版におけるインバウンド予約について、DGグループの決済ソリューションを活用してキャンセル料
金の請求機能を実装。また、海外提携先の獲得に向けた取り組みを同社のネットワークで推進

• DG社の研究開発組織で開発されたAI技術の導入

• DG社が創設したスタートアップ企業育成プログラムへの参画によって得られた知見やネットワークを、新規事業
の創出やM&Aの候補先探索などに活用

両社のアセットを掛け合わせたこれらの取り組みを通じて、新たな付加価値の創造と、その社会実装を目指しております。

デジタルガレージ社及びKDDI社との取り組みについて
当社がさまざまな領域で展開しているサービスとの連携やアセットの活用を通じて、既存事業の活性化・サービスの提供範囲の拡張や新しい事業の創出を目指しています。



新規事業・M&A・アライアンス・研究開発

KDDI社との取り組みについて
2018年の資本・業務提携契約の締結以来、当社と
KDDI株式会社（以下「KDDI社」）はデータ関連事業や、
各々が提供する生活者向けサービスについて協業の関
係にあります。

データ関連事業では、各々が両社の保有データを統
合的に活用するため、共同のデータ分析基盤を構築し、
マーケティングや、両社のサービス向上に向けた取り組
みなどを行ってまいりました。

また、各々が提供する生活者向けサービスでは、食べロ
グにおけるau IDの認証によるポイント連携のほか、価
格.comや食べログのデータをKDDI社の提供するサー
ビスに活用する、KDDI社のサービスを通じて予約や購
買行動が発生する際に当社のサービスへ誘引するなど、
いくつかの実証実験を行っております。

今後も両社サービスの強みを活かし、社会への新しい
付加価値の創出を、両社で目指してまいります。

研究開発
当社の研究開発は、既存事業に対し社内の研究開発組
織が新規のアプローチを行う課題解決型のものと、当
社がまだ取り入れていない先進技術を研究開発するも
のの二本立てで行われています。

既存サービスの課題を解決するための研究開発

社内の研究開発組織においては、新しいモデル、手法の
研究やデータ解析、検証を行いながら、当社の事業に活
用できる新たなサービスやインターフェースを開発し
ています。

例えば、既存サービスについて、事業部門において新機
能を企画する過程で解決できない問題が生じた場合に
は、研究開発組織は事業部門からの相談を受けて問題
の解決に当たります。また、研究開発組織において新た
な手法が得られた場合には、検証結果を基に、その活用
について事業部門に提案が行われ、事業部門による導
入検討を経て採用されることもあります。

先進技術の研究開発：生成AIの活用
生成AIを活用し、より多くのユーザーに便利で高品質
なサービスを提供することに取り組んでいます。事業部
門やテクノロジー部門の責任者を中心として構成され
る全社横断のプロジェクトなどを通じて集客・コンテン
ツ・業務効率化の3つの場面での活用を想定し、これら

に関連する情報・知識・実験結果の集約と共有、リスク
の特定と対策の検討、活用を推進するための社内環境
の整備などを進めています。
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事業：価格.com

価格.comは、“「買ってよかった」をすべてのひとに。”をコンセプトとした、あらゆる消費活動の入り口となる購買支援
サービスです。価格やスペック、クチコミ、レビューなどをもとに、さまざまな製品やサービスの比較・検討ができます。

生活に密着した多彩なジャンルにおいて
「納得感のある購入体験」を

• 価格.comは買い物やサービスの利用を検討して
いる人にとって役に立つ情報を提供する中立・公

平なメディアとして機能しています。

• パソコン、家電、自動車、スマートフォン、ファッ
ション、クレジットカード、プロバイダ、海外Wi-Fi
や保険など多彩なラインナップ。価格や製品ス

ペック、クチコミ、レビューなどを参考にしながら、

生活に密着したこれらのさまざまな商品・サービ

スを選ぶことができます。

Annual Report 2023-2024 22



Annual Report 2023-2024 23

事業：価格.com

価格.comの主要コンテンツ
製品スペック及び価格
メーカーやサービス事業者が発表する製品・サービスの情報及びECモール、EC
ショップ、家電量販店などの価格情報

製品・サービスについてのレビュー、クチコミ
製品・サービスを実際に使ったユーザー自身による「レビュー」、製品・サービスの選び方

や使い方などに関するユーザーからの質問に同じくユーザーが答える「クチコミ掲示板」

ユーザーの評価・動向を基にしたランキング
ユーザーレビューに基づく製品の満足度ランキング、製品ページへのアクセス数や、製品を

購入できるショップサイトへのアクセス数などから推計した販売数によるランキングなど

価格.comマガジン
人気製品や注目製品について、実際の使い勝手、製品ごとの具体的な違い、製品の選

び方などを分かりやすく伝え、さまざまな角度からインターネットでのお買い物をサ

ポートするためのwebマガジン

価格.com保険（運営会社 ㈱カカクコム・インシュアランス）

㈱カカクコム・インシュアランスが運営する、価

格.comの「保険」カテゴリを構成するサービスです。
71社*の保険会社の中から、目的にあった商品を一括
比較できるほか、人気保険ランキング・保険の選び方

など、保険探しに役立つ情報も提供しています。また、

保険の見直しや保険相談も無料で申し込みできます。

＊2024年7月時点。内訳：生命保険会社29社　損害保険会社25社　少
額短期保険会社17社

セグメント概要：「価格.com事業」
製品・サービスに関するさまざまな情報の提供によりユーザーの意思決定をサポート

することを通じて製品を購入したい/サービスを利用したいユーザーを事業者へ送客
する「ショッピング事業」及び「サービス事業」、各種保険商品の乗合代理店として募

集代理・媒介業務を行う「保険事業」、並びに価格.comのサイト内を中心に展開する
各種広告の制作・配信を行う「広告事業」で構成されています。

ビジネスモデル

ショッピング 耐久財 パソコン、家電、カメラなど クリック数や販売実
績に応じた手数料
収入

取引先： 
ECモール、EC
ショップ、家電
量販店など

消費財 インテリア・家具、ファッ
ション、靴、アクセサリー、
コスメなど

その他 ウォーターサーバーなど

サービス 金融 クレジットカード、ローン
（カードローン、住宅ローン）、
投資・資産運用・FX など

各種サービスの申
し込み等に応じた
手数料収入

取引先： 
サービス事業
者など

通信 海外Wi-Fiレンタル、格安
SIMカード、プロバイダ など

自動車 中古車検索、自動車保険 など

その他 エネルギー（電気・ガス）、
英会話など

広告 バナー、テキスト広
告、検索連動広告等
の広告掲載収入

取引先： 
メーカー、サー
ビス事業者など

保険 生命保険、医療保険、がん保険、学資
保険、年金保険、海外旅行保険、火災
保険、バイク保険、ペット保険など

生命保険、損害保険
等の保険総合乗合
代理店業務による
手数料収入

取引先： 
保険会社
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事業：価格.com

（単位：百万円）

＊月間利用者数の計測方法について：サイトを訪れた人をブラウザベースで数えた利用者数（特定のブラウザ、OS等によっては一定期間経過後に再訪した利用者を重複測する場合があります）です。モバイル
端末のウェブページ高速表示に伴う利用者数の重複や、第三者による自動収集プログラムなどの機械的なアクセスについては可能な限り排除して計測しています。

売上推移

アクセス数（2024年6月時点）

月間総ページビュー : 3億693万PV/月 月間利用者数* : 3,931万人/月

デバイス別（2024年6月時点） 世代別（2024年5月時点）



事業：食べログ

外食体験を豊かにするレストラン検索・予約サービス。お店が発信するこだわり情報やユーザーが投稿した口コミ・写真
など、レストランに関する豊富な情報から、さまざまな視点で目的に合ったお店が探せます。またいつでもどこからでも、簡
単に空席確認やネット予約ができます。

目的や予算、好みに合ったお店が見つか
る　簡単にネット予約ができる

• 86万*を超える掲載店舗数：あらゆる利用シーン
やニーズに対応したお店を探すことができます。

飲食店に加えてユーザーによる登録もできること

から、隠れた名店なども多く掲載されています。

• ユーザーによる多様な口コミ：実際にお店に行っ
たユーザーのリアルな口コミを多数掲載していま

す。友だちや好みの合うユーザー、食べログ グル
メ著名人などのおすすめから、好みのお店を探せ

ます。

• いつでも簡単にネット予約：24時間365日いつで
も、リアルタイムで空席状況を確認して、お店を

予約することができます。日時と人数を指定する

と、ネット予約の空席があるお店を絞り込むこと

ができるほか、気になるお店の空席カレンダーな

どからも簡単に予約ができます。

＊2024年7月時点

Annual Report 2023-2024 25
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事業：食べログ

食べログの主要コンテンツ
飲食店情報
営業時間、住所・交通手段、予算などの基本情報のほか、席・設備、メニュー、特徴・関連

情報など。現在、飲食店やユーザーから集まった86万を超える飲食店の情報を掲載

口コミ、写真
実際にお店を訪れたユーザーによる豊富な口コミ・写真

点数・ランキング
「その時点でユーザーからの評価がどのくらい集まっているか」という見方を示す指

標。検索時には「ランキング」タブにて点数によるランキングが参照できる

食べログマガジン
人気店や知られざる名店、新規に開店したお店やSNSで話題のお店などの情報を伝
えるwebマガジン

食べログ 百名店
食べログユーザーから高い評価を集めた100店を、
さまざまなジャンルごとに発表するグルメアワード

The Tabelog Award
食べログ独自の年間レストランアワード。きわめて

高い評価を獲得した店舗から、食べログユーザーに

よる投票で「Gold」「Silver」「Bronze」など各賞を
選出

セグメント概要：「食べログ事業」
飲食店広告事業
食べログの標準検索における店舗情報の優先表示や、お店の魅力やこだわりを伝え

る写真・テキストが盛り込まれた店舗詳細の掲載を通じて、飲食店の集客を支援する

事業

飲食店予約事業
食べログの店舗詳細ページにおけるネット予約の受付機能を提供する事業

ユーザー会員事業
クーポンによる特別優待や、モバイル端末での食べログ独自のランキング検索などの

サービスを、会員限定の特典として提供する事業

広告事業
食べログを訪れるグルメに関心の高いユーザーに向けた広告の制作・配信を行う事業

これらのほか、店内モバイルオーダー（食べログオーダー）、オンライン予約台帳（食べ

ログノート）、受発注サービス（食べログ仕入）などの飲食店向け業務支援も行っていま

す。

ビジネスモデル
飲食店広告事業 月額固定

（サービス内容に応じて10,000円/25,000円/50,000円
/100,000円）

取引先：飲食店

飲食店予約事業 従量
（来店人数に応じて、ディナー200円/人、ランチ100円/人）

取引先：飲食店

ユーザー会員事業 コンテンツ利用に応じた月額固定の手数料収入 取引先：ユーザー

広告事業 バナー、テキスト広告、企画型広告等の広告収入 取引先：メーカー、
サービス事業者など
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事業：食べログ

月間総ページビュー : 22億1,030万PV/月 月間利用者数* : 9,278万人/月
デバイス別（2024年6月時点） 世代別（2024年5月時点）

アクセス数（2024年6月時点）

＊月間利用者数の計測方法について：サイトを訪れた人をブラウザベースで数えた利用者数（特定のブラウザ、OS等によっては一定期間経過後に再訪した利用者を重複計測する場合があります）です。モバイ
ル端末のウェブページ高速表示に伴う利用者数の重複や、第三者による自動収集プログラムなどの機械的なアクセスについては可能な限り排除して計測しています。なお、2022年2月をもちまして食べログ
のAMP（Accelerated Mobile Pages）対応は終了しました。

27

売上推移

（単位：百万円）
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事業：求人ボックス

2015年より展開する、求人情報の一括検索サービス。全国の求人情報から、キーワードや給与、勤務地、こだわり条件など
で絞り込みができ、気になる求人があればそのまま応募も可能。また仕事探しに役立つ、独自の求人統計データや豊富な記
事コンテンツも掲載しています。

求人情報専門の検索エンジンとサポー
トコンテンツで全国各地の仕事探しを
サポート
• 全国各地のさまざまな雇用形態・あらゆる職種の
豊富かつ多様な求人情報を、キーワードや給与、

勤務地、こだわり条件などから検索できます。

• 求人ページに加えて、豊富な記事コンテンツも参
考にしながら仕事探しが可能です。

• 会員登録（無料）によって、プロフィールを保存し
て効率的かつ簡単に応募したり、応募した求人情

報を保存したりできます。
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事業：求人ボックス

求人ボックスの主要コンテンツ

求人情報
求人サイトや個別企業の求人情報を収集し、全国各地のさまざまな雇用形態・あらゆ

る職種について2,000万件以上の情報を掲載

検索をサポートする基本情報
平均給与、求人数トレンド、求人検索ランキングなどの求人ボックス上のデータを活

用し集計した情報、就業者数、事業所数など外部データを利用した地域、職種・企業

別の基本情報

「転職ノウハウ」「バイトの探し方ガイド」
転職活動やアルバイト探しを始める前の準備、

自分に合った求人の探し方、応募書類の書き

方、面接のコツなどのお役立ち情報

求人ボックス 給料ナビ
求人ボックス内に掲載されている求人情報及

び政府統計データに基づき、さまざまな切り口

で給与動向を独自算出して掲載

求人ボックスジャーナル
「キャリアを考えるときに見たくなるメディア」

をコンセプトに、転職・仕事に関するトレンド

情報や最新ニュース、仕事に役立つスキルや

キャリアに関するアドバイスなど、さまざまな

コンテンツを提供

セグメント概要：「求人ボックス事業」
求人サイトや企業の採用サイトに掲載されている情報、店舗や企業が求人ボックスに

直接投稿する情報など、エリア・雇用形態・職種に偏りのない2,000万件を超える豊富
な求人情報の中から、希望する条件にマッチした情報を求職者に提供することを通じ

て、求人サイト、採用企業等へ送客する事業

求人ボックスへの掲載方法
• クローリング ： 求人サイトや採用企業の情報をクロール連携し、掲載
• 採用ボード： 採用企業が、求人に関する情報を求人ボックスに直接入稿し掲載
• リスティング広告（有料）： 検索結果表示ページにおける上位枠への表示
※採用ボード：自社の採用サイトを持たない企業向けのプラットフォーム。応募したい求人内容をフォーマットの項目に
従い入力するだけ簡単に求人ページが作成でき、求人ボックスへ無料で掲載できます。また、掲載された求人へ応募
があるとメールでお知らせ。応募者の情報・連絡先を確認して、個別に面談・採否のやり取りができます。

＊1クリック25～1,000円以内で1円単位の調整が可能な入札方式。

ビジネスモデル

求人ボックス事業 リスティング広告枠に掲載され
た求人サイトや採用企業への送
客（クリック）に応じた手数料*収
入

取引先：求人サイト等（人材紹介・
人材派遣の事業者を含む）、採用
企業（採用ボードの利用企業を
含む。）
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月間総ページビュー : 1億3,547万PV/月 月間利用者数* : 1,146万人/月
デバイス別（2024年6月時点） 世代別（2024年5月時点）

アクセス数（2024年6月時点）

＊月間利用者数の計測方法について：サイトを訪れた人をブラウザベースで数えた利用者数（特定のブラウザ、OS等によっては一定期間経過後に再訪した利用者を重複計測する場合があります）です。モバイ
ル端末のウェブページ高速表示に伴う利用者数の重複や、第三者による自動収集プログラムなどの機械的なアクセスについては可能な限り排除して計測しています。

売上推移

事業：求人ボックス
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事業：インキュベーション

不動産 旅行・移動

賃貸物件をはじめとし、新築・中古物件、オー

ナー向けの賃貸経営情報などを掲載した総合

不動産ポータルサイト。賃貸、新築マンション、中

古マンション、新築戸建て、中古戸建て、売却査

定、土地活用、賃貸経営と幅広い領域を取り扱っ

ており、各領域で契約に向けて情報収集をする

ユーザーが集まっています。

国内200社・30,000件以上の高
速バス・夜行バスを、出発地・目的

地、時間帯を指定し料金比較でき

る国内最大級のサービス。日帰り

バスツアー人気プランの比較や、

貸切バスの無料一括見積もりも可

能です。

高速バス・飛行機・新幹線の最安値

比較サイト。地域や空港、駅を指定

して、出発地から目的地まで格安に

移動できる乗り物を検索・比較でき

るほか、出発日・時間、予算、シート

タイプ、航空会社など詳細な条件を

指定して絞り込むことも可能です。

高速バス・バスツアーのお役立ち

情報メディアとして、高速バス利用

ライターの乗車記や、新路線・新車

両など最新ニュースのほか、おす

すめバスツアーや格安宿泊施設情

報など、バス旅ユーザーに喜ばれ

るコンテンツを配信しています。
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事業：インキュベーション

ホテルなどの宿泊施設と航空券などの交通手段や、
その他付帯商品について、リアルタイムにそれぞれ
の料金や空室・空席情報を集め、顧客が自由に選択
しながら一括で予約できる「ダイナミックパッケー
ジ」の販売を可能とするプラットフォームを構築し、
国内外のホテルをはじめ、航空会社、旅行メディア
などへ提供しています。

※「グローバル ダイナミックパッケージ プラットフォーム」は、革新的で将来性のある製品・技術、サービスを表彰する
「2021年 世界発信コンペティション」（東京都主催）のサービス部門 特別賞を受賞。

”心みちるたび”をコンセプトにした、旅行記事メ
ディア・ホテル予約サイト。日本全国のホテルの滞在
体験を想起させるオリジナル記事を毎日発信してお
り、記事からそのまま予約ページへ遷移することが
可能です。また、ホテルへ実際に宿泊したユーザー
にインタビューを行い、その体験を1日のモデルプラ
ンとして紹介しています。

旅行・移動

海外190以上の国と地域、国内47都道府県の
「旅行ガイド」や旅行先に関するクチコミや旅
行記録をブログ形式で投稿できる旅行記のほ
か、ホテル・ツアーなどの一括検索・比較サービ
ス、また海外用Wi-Fiルーターのレンタルサービ
スなどを提供しています。

国内の宿泊施設について旅行サイトや宿泊施
設公式の宿泊プランが一括で検索・比較できる
サービスです。ニーズに合った旅行がより楽しく
手軽に見つけやすくなることを目指し、2022年
6月に、価格.comの「旅行・トラベル」カテゴリと
してスタートしました。

旅行・トラベル
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事業：インキュベーション

「自分らしい暮らしがかなう」をテーマにしたライ
フスタイルメディア。厳選された“自分にぴったり
な情報・モノ”に出合える場所として、ファッショ
ン・生活雑貨・インテリア等の記事コンテンツの
配信とそれらをシームレスに購入できるECモー
ル「キナリノモール」を展開しています。

総合映画情報サイト「映画.com」において、国内
外の映画関連情報、映画評、レビュー、興行ラン
キングその他の映画に関する幅広い情報・機能
を提供しています。

また、幅広いジャンルにおける最新作・新作・名
作を厳選して配信する「シネマ映画.com」、オン
ライン試写サービス「スクリーニングマスター」
を運営しています。

売上推移

ライフスタイル・エンタメ

自動車専門誌『CAR GRAPHIC』のインターネッ
ト版として1998年にスタートした、クルマ好き
のための正統派ウェブマガジンです。国内外の
ニューモデルの情報を中心に、試乗記、ニュース、
エッセイ、モーターショー取材などのコンテンツ
を掲載しています。

（単位：百万円）
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製品詳細ページのリニューアル
各製品について、スペックやショップごとの価格の比較、実際に製品を使用したユー

ザー自身によるレビュー、使い方や選び方に関するクチコミが参照できる「製品詳細

ページ」について、比べやすさ、読みやすさ、見やすさの観点で、レイアウトなどデザイン

全般を見直しました（2024年6月）。

• 旧モデルやカラーバリエーション、スペック違いのモデルが一目でわかる
• スクロールだけで全てのコンテンツに目を通せる

ユーザーのコンテンツ利用状況は大きく改善
滞在時間：＋20%　複数の製品ページを閲覧したユーザー：＋44%

マーケティングサービス「価格.com Data Compass」の提供開始
価格.comが保有する、幅広い商材に関するアクセスデータや製品マスタデータ、クチ
コミ・レビュー、市場価格情報などのビッグデータをもとに、購入検討ユーザーの動向

が視覚的に確認・分析できるサービス「価格.com Data Compass」の提供を開始し
ました（2024年7月）。

企業のマーケティングや商品企画をはじめとするさまざまな部門における、市場トレンド

調査、広告/プロモーションの効果検証、他社製品との比較などにご活用いただけます。

トピックス：価格.com
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インバウンド向け飲食店予約の本格展開
食べログの多言語版において、インバウンド向けネット予約サービスの本格展開を開

始しました（2024年6月）。

日本各地の素晴らしいさまざまな飲食店がネット予約できるサービスでインバウンド

旅行客の皆さまが日本の魅力をより深く体験できるようサポートするとともに、来店

日直前の予約変更やNo show（無断キャンセル）といった予約に関する課題に対応し、
飲食業界の活性化を促進します。

飲食店の経営課題解決をサポートする取り組み：「食べログ求人」
2023年8月に飲食店専門の求人サイト「食べログ求人」を開設しました。このサイトは
飲食店の人手不足解消に向けたサポートの提供を目的としており、求人掲載から採用

までを完全無料で提供しています。

食べログ求人にお寄せいただいた求人情報は、食べログの店舗ページにも自動で掲載

されることから、食べログが人手を求める飲食店と、修業の場を探す／食に関心のある

求職者をつなぐ場にもなっています。

現在、食べログ求人に求人情報を掲載する店舗は1万店を超え、企業数では業界最大
規模*となっています。
＊2024年7月16日現在 自社調べ。飲食店専門の求人サイトとして、求人情報を掲載する企業数は最大規模

「食べログ求人」の特長
• 幅広い求職者に求人情報をアピール
食べログ求人に掲載された求人情報は、食べログの店舗ページや求人ボックスのほか、他社
の求人サイトにも自動で掲載

• 簡単な操作で求人情報を登録
仕事内容や仕事のおすすめポイントなどを入力する管理画面では多様な入力例を用意

• 完全無料で利用可能
初期費用・掲載費用・成果費用は一切かからず、求人情報の掲載から採用まで完全無料

インバウンド予約（食べログ多言語版）の特長
• AI翻訳で、英語、中国語（簡体字・繁体字）、韓国語に対応（店舗詳細、メニュー、口コミなど）

• 35,000店*を超える飲食店でネット予約（コース予約）が可能
＊2024年6月26日現在 自社調べ。訪日客向けのレストラン予約サービス（即予約）として最大規模

• キャンセル料の請求が可能（多言語版限定の機能）
予約時にクレジットカードの登録が必須となっており、店舗のキャンセルポリシーに抵触し
た場合はキャンセル料金の請求が可能

トピックス：食べログ

TOP 店舗一覧 求人詳細
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トピックス：サービスの信頼性に関する取り組み

お店に関する感想を具体的に記述されてないなどの場
合、書き直しをお願いすることがあります。

やらせ業者・不正業者対策
食べログでは、お店のランキングや口コミを不正に操作
する業者を排除するため、さまざまな取り組みを行って
おります。

• ユーザー監視
システムと専任チームによる目視で不正業者特有の動
きを検出し、ユーザーアカウントの停止・口コミ削除を
行っております。

• 実在性の確認・表示
携帯電話番号認証によって実在することを確認した上
で認証済みのレビュアーであることを明示するほか、全
国各地におけるレビュアーオフ会の開催などによっても
確認をしております。

• やらせ業者通報窓口
全国の食べログ店舗会員等と連携し、業者からランキン
グや口コミを不正に操作するような提案があった場合に
通報いただく環境を整備し、やらせ行為を未然に防いで
います。またやらせ業者に対しては、顧問弁護士と連携
し、厳正に対処しております。

ランキングの質
食べログでは、お店ごとの点数によるランキングを提供
しています。点数は、ユーザーの皆様が投稿した評価・口
コミをもとに算出した、お店選びの参考指標の一つです。

食べログの点数は単純平均ではありません。各評価がお
店の点数に与える影響度はユーザーによって異なりま
す。基本的には食べ歩きの経験が豊富な方の影響を大き

くするという考え方のもと設計されており、ある程度食
べログで投稿を繰
り返しているユー
ザーについて、さま
ざまな要素をもと
に影響度を設定し
ています。
※点数とランキングにつ
いてもっと詳しく（https://
tabelog.com/help/score/）

食べログ：口コミ・ランキングについての取り組み
口コミやランキングが信頼できる情報であるために、食
べログでは以下の3つを重視して運営しております。

本音を言える環境
食べログは、お店を訪れた時の本音の感想を集めるこ
とが口コミサイトとしての信頼性につながると考えてお
ります。そのため、満足した内容の口コミだけでなく、不
満足だった内容の口コミも両方とも掲載しております。

中立公正
食べログは中立公正な立場で口コミサイトを運営しており
ます。特定のお店の口コミを削除することも、特定のお店の
点数を変更することもありません。たとえ有料サービスを
利用しているお店で
あってもこの立場を
崩すことはありません。

質の追求
食べログは口コミとランキングの“質”にこだわり、さま
ざまな取り組みを行っております。

口コミの質
口コミを全件全文確認
食べログでは「他の人が読んで、参考になること」を基
準に、お店に関する感想を具体的に記述いただくルー
ルとなっております。毎日お寄せいただいているの口コ
ミについて、システムでのチェックはもちろん、専任チー
ムによる目視での確認を全件行っています。

求人ボックス：おとり広告その他の適切で
ない求人広告に関する対応（例）
ユーザーの皆さまに安心してご参照いただける情報を
お届けするため、求人審査には専任のチームを配置し、
人とシステムの両方によって、新規で投稿された求人情
報や内容が更新された求人情報を対象に、「確認」と「審
査」を日々行っています。

「確認」：掲載が終了した求人情報が求人ボックスに掲
載され続けていないかどうかの確認。

「審査」：情報が明らかに不足しているもの、具体性に欠
けるものなど複数の項目において審査を実施。

審査項目の例

• 都道府県別の最低賃金や年齢/性別等の各種制限
に当たらないか

• 犯罪への関与となるような違法な業務ではないか
• 当社所定の基準に抵触しないか
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情報セキュリティ

情報セキュリティへの取り組み
提供するサービスの性質上、システムのセキュリティ・開発・保守管理体制は極めて重

要であり、これらの充実をさらに進めていくことが求められています。

当社の情報セキュリティマネジメントシステム
当社におけるセキュリティリスクへの取り組みは、情報セキュリティ担当執行役員の

監督の下、情報セキュリティ委員会の助言を得て、情報セキュリティ室が主導します。

情報セキュリティ室は、各部門の情報管理責任者を通じて実行するとともに、その内

容について随時見直しを実施しております。

• CSIRT （Computer Security Incident Response Team）
情報セキュリティに関わる社内外の連絡窓口、並びに情報セキュリティ事故の予防、

検知、迅速な対応及び被害の最小化を目的としてCSIRTを情報セキュリティ室内
に設置しています。

• 情報セキュリティ委員会
外部有識者、代表取締役社長、情報セキュリティ担当執行役員、情報セキュリティ室

担当者等で構成。会社のセキュリティ対策について、評価、提案及び助言を行いま

す。

情報セキュリティ規程
従業員、従業員であった者及び会社のネットワークシステムにアクセスする全ての者

が遵守する情報セキュリティ規程を制定しています。
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情報セキュリティ

従業員に対する意識向上教育
情報セキュリティ規程やその他の情報セキュリティに係る社内規則の十分な理解と

遵守を目的としたセキュリティ教育を計画し、定期的に実施しています。年1回実施し
ている全従業員向けセキュリティ研修の内容は、国内外で発生しているサイバー攻撃

の事例や従業員を狙った攻撃の手口などの最新の動向をもとに、毎年、検討・アップ

デートしています。上記に加えて、新入社員を対象とした研修や役職者を対象とした

研修、エンジニア向けの研修など、役職や職種に応じて求められる知識や具体的なア

クションについてのさまざまな研修を行っています。

また研修以外にも、標的型攻撃メールへの対応や生成AIを利用する際の注意事項な
ど、社内外の事例や働き方の変化を踏まえた対策について、従業員への周知徹底を随

時／継続的に行うことで情報セキュリティに関する意識の維持・向上を促す取り組み

を進めております。

サイバー攻撃への対策
インターネットに公開されているシステムについて、新規公開前、システム改修時、及

び改修の有無に関わらず定期的に、第三者機関による脆弱性診断を実施しています。

確認された問題点はリスクの重要度により分類を行い、システムの改修や設定の見直

し等の是正を図っています。

また、24時間365日体制のセキュリティオペレーションセンター（SOC）事業者が外
部からのサイバー攻撃をウェブアプリケーションファイアウォール（WAF）により監視
しており、異常が確認された際には当社のエンジニア部門が不正なトラフィックをブ

ロックするなどの対応を行っています。

従業員が使用するPCについては、従来からあるばらまき型メールによるマルウェア
感染等への対策のほか、昨今話題となっている標的型攻撃などの高度なマルウェア

に対処できるよう、機械学習や振る舞い検知（挙動から悪意あるプログラムを識別す

る手法）を活用したマルウェア対策ソフトウェア（EDR）を導入して検知力を高めてい
ます。

インシデント対応計画・テストの実施
セキュリティ事故についての報告をするエスカレーションプロセスを明確に定義し、

万が一のセキュリティ事故の発生時には役員を含めた体制で対応することとしてい

ます。また、インシデント発生時には迅速に対応・復旧できるよう、不定期でインシデン

ト対応訓練を行うことであらかじめ決定したプロセスの確認をしています。
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個人情報の取り扱い
当社は、お客様よりお預かりした個人情報を保護し適切に取り扱うため、個人情報保護

マネジメントシステムを策定するとともに、個人情報保護方針を定め、当社で勤務する

全ての従業員に周知し、この方針に従った個人情報の適切な保護に努めております。

当社の個人情報保護マネジメントシステム
当社では、代表取締役社長が「個人情報保護マネジメントシステム」の方針について

最高権限・承認権を持っております。

当社の個人情報保護委員会は、個人情報保護管理責任者を委員長として、個人情報

保護委員会事務局及び代表取締役社長が選任した個人情報保護委員により構成さ

れており、「個人情報保護マネジメントシステム」の運用・維持・改善活動を行っていま

す。個人情報保護に関する従業員からの相談窓口については、個人情報保護委員会

事務局が担当しております。

 参考  方針等
「個人情報保護方針」https://corporate.kakaku.com/privacy
｢個人情報の取り扱いについて」https://corporate.kakaku.com/privacy/about
個人情報の保護についての取り組みの詳細
https://corporate.kakaku.com/company/sustainability/society/privacyprotection
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人事労務

多様性の確保

多様性の確保についての考え方
当社は、「コーポレート・ガバナンス基本方針」のもと、

多様な人材が活躍できる環境を作り、従業員それぞれ

が個々の能力を最大限に発揮することで、企業価値の

向上を目指すものとしています。従来から事業環境の

急激な変化にも適切かつ迅速に対応できる人材の採

用及び登用を実施しており、現在、これらの人材が中

核として活躍しております。

今後は、このような経験や専門性を持つ人材に加えて、

性別等を問わない多様な人材の採用・登用を積極的

かつ継続的に行うことで、より一層、環境変化に対応

する企業を目指します。

これらの目的のため、それぞれの特性や能力を最大限

活かせる職場環境の整備や教育、多様なキャリアパス

や働き方を促す等の取り組みを進め、新規事業の創出

や組織の意思決定に活かすための人材施策を実行し

てまいります。

多様性の確保の自主的かつ測定可能な目標

(1)女性管理職比率について
当社の従業員のうち女性が占める割合は2024年
3月末時点で40.8％であり、女性管理職の比率は
17.5%です。今後、キャリア開発研修等により女性
従業員が管理職を目指す機会を創出するなどして、

2030年3月末には女性管理職の比率を30%以上と
する目標を設定し、その実現に取り組んでまいります。

(2)中途採用について
中途採用者が当社の従業員に占める比率は87％、
管理職では85％と2024年3月末時点で既に高い
水準にあるため具体的な数値としての目標は定め

ないものの、今後も継続して、人材の確保及び人物

本位の登用を行ってまいります。

(3)外国人管理職について
当社の管理職のうち外国人が占める割合は2024
年3月末時点で0.5％となっており、具体的な数値と
しての目標は定めていないものの、グローバルな視

点を持つ人材確保の必要性は認識しており、今後も

成長戦略における事業拡大に応じて、外国人従業員

の採用及び管理職への登用を検討してまいります。

人材育成方針と社内環境整備方針の実施状況
とその開示

(1)多様な人材の採用・登用
性別等を問わない、多様な人材を求める採用活動

を継続して行っております。2023年4月から2024
年3月までに入社した正社員のうち女性が占める割
合は41%となっております。育成においても性別等
を問わず、管理職を目指す機会の創出及び登用を

今後も進めてまいります。

(2)社内環境整備
当社は、育児・介護との両立のための支援制度は既

にありますが、その他、個々が抱える問題に対応す

る制度の検討や利用促進等、さらなる制度の充実

を図ってまいります。さらに、柔軟な働き方への検

討を進め、休暇取得促進等によるライフワークバラ

ンスの向上への取り組みや全ての従業員がさらに

活躍できる職場環境の整備に努めてまいります。

女性雇用・女性管理職
2024年3月末時点の女性の正社員は461名（全体の
40.8%、前年比0.5%増）、女性の管理職は37名（全体
の17.5%、前年比1.3%増）です。

また、採用については、当社のミッションに共感し会社

の業務に貢献できる人材を、性別にかかわらず採用し

ています。

「性別に関係なく従業員が活躍できる環境作り」「働き

方の多様化への対応推進」「育児に関する福利厚生の

充実」等の取り組みを継続することによって、今後も管

理職の女性比率を向上させていきます。
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人事労務

障がい者雇用
2024年3月末時点の障がい者雇用率は3.0%です（法
定雇用率は2.5%。）。

現在は、全員が通勤を前提としない「在宅スタッフ」とし

て国内各地において就業（通常業務を担当）しています。

働き方改革関連法への対応
同一労働同一賃金
臨時社員就業規則を改正し、休暇等の待遇を正社員

と揃えるとともに賞与及び確定拠出年金の支給を開

始し、さらに正社員同様、臨時社員も正社員と同等の

ベースアップを実施しました。

残業時間の上限規則
従前から月80時間・年間690時間を遵守するよう運
用しております。

労働安全衛生
安全衛生管理体制
当社は従業員が心身ともに安全で快適に働くことので

きる職場環境を維持するために、労働基準法及び労

働安全衛生法に則り、社員、臨時社員及び派遣社員を

対象とする「安全衛生管理規程」を定めています。なお、

本規程の改廃については、代表取締役社長の承認を

もって決定するものと定めています。

当社では従業員の過半数を代表する者として各事業

所に「従業員代表」を選出しており、従業員代表が就業

規則・安全衛生管理規程をはじめとした人事関連規

程等の改正について意見できる体制を整えています。

また、50名を超える事業所には、「衛生委員会」を設置
しています。従業員の健康障害の防止や健康の保持

増進に関する取り組みなどの重要事項について、代表

で参加する従業員と一体となって調査審議を行って

います。「衛生委員会」は毎月1回実施しており、職場環
境の改善等も議題として取り扱うことで、従業員の健

康や安全を維持するとともに、さらに働きやすい環境

づくりを継続的に行っております。

従業員の健康管理
従業員の健康維持のため、全ての従業員が健康診断

を受診するよう働きかけを行っています。全ての35歳
以上の従業員には一日人間ドックを、年齢に関わらず

全ての女性従業員に対して子宮がん検診、乳がん検診

を会社負担で実施しています。

また、ストレスとの向き合い方・対処法について理解を

深めるためのセルフケア研修を実施しています。

ストレスチェック
従業員のストレス状況や課題をより明確にし、分析を

するため、厚生労働省推奨の57問よりも多い136問か
らなるストレスチェックを実施しています。

従業員個人のストレス度合い、業務に対する満足度、

仕事中の幸福度、モチベーションや目的意識などにつ

いて把握・確認しております。また、ストレスチェックの

実施にあわせ、セルフケア学習プログラムを提案・提

供することにより、一人ひとりに合わせた効果的な学

習を促しています。

常駐産業医の体制強化
渋谷オフィスにおいては、常時労働者が1,000人を
超えていることから、労働安全衛生法により1,000人
超の事業所に設置が求められる事業所専属の産業医

「専属産業医」の選任を行っています。専属産業医以

外にも複数の産業医が勤務しており、渋谷以外のオ

フィスの従業員も相談が可能です。ストレスチェック

の結果を踏まえたフォローも実施し、全社的な従業員

の健康状態の把握と向上に取り組んでいます。

防災訓練の実施
地震等の大規模災害や火災等の緊急事態に適切に対

応するため、防災マニュアルの従業員周知、防災訓練

の定期的な実施のほか、帰宅困難時に備えた食料等

の備蓄をしております。

有事の際には、従業員の安否情報をいち早く把握する

ことに努め、安否確認システムを導入しております。
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人事労務

人材育成・評価制度
人材育成の考え方
従業員一人ひとりが「成長」を意識してセルフマネジメ

ントを行う人材になり、中長期的な当社の成長を実現

することを目的とし、「収益貢献」「組織貢献」「個人の

成長」に対するエンゲージメントを高めることを重要

としています。

評価制度
人事評価は、従業員の一定期間の業務成果及び行動

等を評価し、それに基づく公正な処遇の実現と人材育

成を目的としています。人事評価の本来の目的は従業

員一人ひとりがセルフマネジメントを実現することだ

という考えのもと、評価される側として受身になるの

ではなく、評価制度を活用して自身をマネジメントす

ることを期待しています。

目標は、自身の業務内容や組織目標を元に「成果」「行

動」「新たなチャレンジ」の3つの観点で設定し、部門長
と相談の上、決定します。

評価においては、年2回（期間は、4月～9月、10月～3
月 のそれぞれ6ヶ月間）で目標達成度を振り返ります。
まずは自己評価を行い、その後部門長が評価をし、最

終的には全社評価会議において評価を決定します。
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人事労務

育児休業・時短、介護休暇、子育て支援などの環境整備
多様なライフスタイルやライフステージの中にある従業員一人ひとりが、安心して働き続け、パフォーマンスを発揮で

きるよう、さまざまな制度を導入しています。

就業時間について

全従業員を対象とする制度の一覧

Annual Report 2023-2024

産前産後休暇 産前6週間（多胎妊娠の場合14週間）～産後8週間

出生時育児休業 出生後8週間以内に4週間(28日間)までの期間、2回まで分割して取得可能

育児休業 子が3歳に達した日の属する年度末まで取得可能

育児短時間勤務 所定労働時間を6時間又は7時間に短縮、併せて始業又は終業時間の変更、及びコアレスフレックス勤務が可能

子の看護休暇* 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員は、子の看護をするために1日、半日又は1
時間単位で休暇を取得可能（年間10日を上限とし、内5日は有給）

所定外労働の制限 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員は、所定労働時間を超える労働の制限が可能

時間外労働・深夜業の制限 中学校就学の始期に達するまでの子を養育する従業員は、時間外労働・深夜業の制限が可能

配偶者の出産に伴う特別休暇* 従業員の配偶者が出産したとき、慶事休暇が取得可能

家族手当 税扶養する18歳未満の子供1人目5,000円、2人目10,000円、3人目以降15,000円を月額で支給
（対象者の制限有）

男性の育児休業説明会 育休取得の予定有無に関わらず、制度について説明

ベビーシッター割引券制度 就業のためにベビーシッターを利用する際、割引を受けることが可能

産休・育休相談窓口 安心して育児支援制度を利用できるよう専用窓口を開設

介護休暇* 対象家族1人につき1日、半日又は1時間単位で取得可能（年間10日を上限とし、内5日は有給）

介護短時間勤務 所定労働時間を6時間又は7時間に短縮、併せて始業又は終業時間の変更、及びコアレスフレックス勤務が可能

介護休業 対象家族1人につき通算93日まで取得可能

フレックスタイム制 10時から15時をコアタイムとする、フレックスタイム制を導入（一部職種を除く）

＊年次有給休暇とは別に制定された有給の制度となります（一定の条件があります）
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サステナビリティ

マテリアリティ（重要課題）と主な取り組み

 参考  マテリアリティ（重要課題）への取り組み https://corporate.kakaku.com/company/sustainability/materiality

健全な社会発展への貢献

ITを活用した社会の健全
化・効率化

・飲食店の業務課題解決に向けた総合DXサービスの拡大
・飲食業界向けフィンテックソリューションの推進
･生成AIの社会実装に向けた試み

自社メディアを活用した
地域コミュニティ支援

・「スマイティ」による地域情報の提供（防災・教育等）
・「キナリノ」「icotto」による地方の観光情報の提供

地球環境への貢献

気候変動への対応 ・TCFD提言への対応
・事業所の環境負荷の把握と低減

循環型社会への貢献 ・自社メディアにおける中古製品関連情報やエコ・サステナブルに関
する解説コンテンツの提供

生物多様性・食資源の保全 ・環境DNAを用いた魚類調査への支援
・ニホンウナギの保全活動への支援

ガバナンスの強化

コーポレート・ガバナンス
実効性の担保

・コーポレート・ガバナンス基本方針の制定
・コンプライアンス・プログラムの制定

企業倫理・人権尊重 ・コンプライアンス体制の構築
・内部通報制度

リスクマネジメント ・リスクマネジメント体制の構築
・リスクカルチャーの醸成

持続可能なサービスの提供

情報セキュリティ
・サイバー攻撃への対応
・インシデント対応計画・テストの実施
・従業員に対する意識向上教育

プライバシー保護
・個人情報保護に関する社内規定の制定
・従業員に対する意識向上教育
・定期的な確認及び監査の実施

サービスの品質保全
・運営サイトのポリシー・ガイドラインの制定
・サイト運営状況の開示・報告
・広告品質に関する取り組み及び認証取得

サービスを発展させる 
技術・研究開発の推進

・エンジニア育成
・生成AIの活用
・各種カンファレンスへの協賛・セキュリティ関連団体への加盟

多様な人材の育成と活用

労働安全衛生
・従業員の健康管理やストレスチェック
・専属産業医による予防ケアの充実
・防災訓練の実施

人材育成 ・自己学習支援制度をはじめとした研修機会の充実
・目標達成と自己成長をサポートするOJT制度、1on1実施

ダイバーシティ･エクイ
ティ＆インクルージョン

・育児や介護との両立を支援する制度の整備、充実
・柔軟な働き方の推進
・ハラスメント行為防止のための取り組み

サステナビリティについての全体的な考え
サステナブルな社会の実現のために、当社は「生活とともにある企業として、企業活動を
通して経済・社会・環境の課題に取り組む」ことを基本方針とし、カカクコムグループと
して各領域において取り組みの対象となるマテリアリティ（重要課題）を特定しています。

Kakaku.com

SUSTAINABILITY
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サステナビリティ

マテリアリティの特定プロセス
マテリアリティの特定プロセスは以下のとおりです。

なお、マテリアリティとして特定した各課題や取り組みについては、毎年、進捗状況の確

認・評価の結果や社内外の環境変化を踏まえて重要度の再評価を行い、見直しを行っ

ております。

GRIスタンダード等のガイドラ
イン及びESG評価機関の評価
項目を元にサステナビリティ関

連の課題を洗い出し、重要性

の評価を行った上でマテリアリ

ティを特定

課題を網羅的にリストアップ
GRIスタンダード等のガイドライン及びESG評価機関評価項目を参照
しながらサステナビリティ課題を広範囲にリストアップしました。

STEP 1

STEP 2

STEP 3

課題の抽出と重要度を評価
リストアップした課題から特に関連性の高い課題を抽出し、各課題の
重要度を事業に対するインパクトと社会に対するインパクトの2軸で
評価し、優先順位づけを行いました。

重要課題の特定と妥当性の確認
重要度が高い課題をもとに、5つのテーマからなるマテリアリティをま
とめ、その妥当性について経営陣の承認を経て特定しました。

推進体制
グループ全体でサステナビリティに向けた取り組みを推進するため、代表取締役社長

による統括・指揮のもと、当社グループの全ての事業と機能にわたる体制をもって運営

しています。

取り組みの進捗については、サステナビリティ委員会とサステナビリティ経営推進部が

モニタリングし、代表取締役社長に報告します。なお、取り組みの全体については取締

役会において報告がなされ、審議が行われる仕組みを取っています。
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サステナビリティ（環境）

当社グループは、経済成長や豊かな社会の実現は、豊かな地球環境の上に成り立
つものと考えております。

事業活動に伴う環境負荷の軽減に加えて、サービスを通じた環境に関する情報発
信等、環境に配慮した積極的な取り組みを行ってまいります。

 参考  カカクコムグループ環境基本方針
https://corporate.kakaku.com/company/sustainability/environment

気候変動への対応
TCFD提言への対応
当社グループでは、気候変動を重要な課題のひとつとして認識し、TCFDのフレーム
ワークに基づき、シナリオの分析、温室効果ガス排出量の把握などを行った上で、推

奨項目ごとに情報開示を行っております。

ガバナンス
取締役会は、気候変動のリスクマネジメントに関する事項をはじめとする主要なサス

テナビリティ課題に関する行動計画等について、代表取締役社長から上程、報告を受

けたものに対し、必要に応じて改善指示を行い、気候変動の対応策等について監督

します。なお、代表取締役社長から取締役会への報告は、少なくとも年1回以上行っ
ております。サステナビリティ経営推進部は、気候関連課題における現状確認、気候

変動のリスク管理に関する事項や、課題解決に向けた協議・審議・対策を各部門と連

携して行い、その結果について代表取締役社長に報告します。

46
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サステナビリティ（環境）

戦略
当社グループ全体における気候変動の影響について、1.5℃シナリオと4℃シナリオ※に基づき、短期（0～1年）、中期（2～9年）、長期（10年～）の視点で、気候変動がもたらすリスク
と機会の特定を行いました。
※1.5℃シナリオはNZE 2050（IEA）、4℃シナリオはSSP5-8.5（IPCC）を参照

2つのシナリオにおけるリスクと機会の重要度、自社に及ぼす影響詳細及び対応策は下表のとおりです。

区分 時間軸 重要度 自社に及ぼす影響 対応策

リスク 移行
リスク

政策と法 短～中期 小 温室効果ガスの排出量抑制のための規
制強化に伴う炭素税の負担増加、温室効
果ガス排出量開示の報告義務化に伴う
対応コストの増加

グループ全体の温室効果ガス排出量を抑制するため、オフィスやデータセン
ター等の排出量の可視化、モニタリングの実施、省エネの推進、テナントとし
て入居しているオフィスのビルオーナーの方々に対しての意見交換を通じ
てオフィスの再生可能エネルギー移行への働きかけを行っております。

市場 中～長期 中 環境意識の高まりによる消費行動の変
化に対応できなかった際の当社サービ
ス需要の低下

消費者の環境意識の高まりに対し、価格.comでは「環境ラベル」取得製品に
関する情報の提供、エコ・サステナブル解説コンテンツの掲載等、消費行動
の変化に対応した取り組みを行っています。

評判 中～長期 中 環境課題への取り組みが消極的である
とみなされた場合の企業イメージの低
下

コーポレートサイト上で気候変動関連問題を含むサステナビリティについての
方針や取り組みの詳細を公開するとともに、アンケート回答やフィードバック
による評価機関とのコミュニケーションを通じて情報の開示を強化しています。

物理
リスク

急性リスク 中～長期 大 台風や洪水、火災等の被災に伴うオフィ
スやデータセンターの物的被害、及び通
信障害による事業活動への悪影響

リモートワークができる職場環境の整備、データセンターの分散・クラウド
化、災害BCP対策の強化等による施設被害のリスクの軽減を行っています。

慢性リスク 短～中期 中 平均気温の上昇に伴う、電力使用コスト
の増加・従業員の傷病者の増加

グループ全体の電力使用コストを抑制するため、オフィスやデータセンター
等の電力使用量の可視化、モニタリングの実施、省エネの推進を行っています。
また、専属産業医による従業員からの健康相談の対応や、健康教育の実施等、
安全管理体制の強化にも力を入れています。

機会 市場、及び
製品とサー
ビス

中～長期 中 環境意識の高まりによる消費行動の変
化に対応できた際の当社サービスの需
要の増加

消費者の環境意識の高まりに対し、価格.comでは「環境ラベル」取得製品に
関する情報の提供、エコ・サステナブル解説コンテンツの掲載等、消費行動
の変化に対応した取り組みを行っています。
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サステナビリティ（環境）

リスク管理
代表取締役社長による統括・指揮のもと、当社の全ての事業と機能にわたる体制を

もって運営されています。課題ごとのリスク・機会について、サステナビリティ委員会で

識別及び評価したものについて、サステナビリティ経営推進部及びサステナビリティ

委員会が共同で管理を行い、各部門で推進・対応を行っています。それらの実施状況

をサステナビリティ経営推進部が代表取締役社長に報告します。なお、特に経営への

影響が大きい課題・リスクについては、取締役会において報告・審議がなされる仕組み

をとっています。

指標と目標
当社グループでは、気候変動対応についての指標として、温室効果ガス（GHG）排出量
及び電力使用における再生可能エネルギーの割合を算定しております。スコープ1及
びスコープ2の算定結果及び電力使用量は、下表のとおりです。温室効果ガス（GHG）
排出量の削減目標に関しては、今後検討を進めてまいります。

温室効果ガス排出量（t-CO2e）※1

電力使用量（kWh）※2

✓で示す数値は、一般社団法人日本能率協会によりISO14064-3:2019に準拠した検
証による第三者保証を受けております。

2023年度 温室効果ガス排出量 検証報告書
https://corporate.kakaku.com/wordpress/wpcontent/uploads/2024/01/globalwarming_2312.pdf

※1 スコープ1及びスコープ2の算定方法：
「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン（ver.2.5）」、「サプライチェーンを通
じた組織の温室効果ガス排出量の算定のための排出原単位データベース（ver.3.3）」及び当社作成による「2022年度
GHG排出量算定手順書」

※2 電力の排出係数：電気事業者別調整後排出係数を使用

事業所の環境負荷軽減
グリーン購入・省エネ推進

事業活動に伴う環境負荷の低減に向けた取り組みを進めており、オフィス内使用電力

量削減のための節電の全社呼びかけ、事務用品（コピー用紙等）の削減等を行ってい

ます。

項目 バウンダリー 2021年度 2022年度 2023年度

スコープ1
単体 ✓5 ✓6 ✓6

連結 ー ✓9 ✓9

スコープ2
（マーケット基準）

単体 ✓1,402 ✓1,012 ✓815

連結 ー ✓1,101 ✓864

スコープ2
（ロケーション基準）

単体 ✓1,424 ✓1,305 ✓1,103

連結 ー ✓1,485 ✓1,268

スコープ1＋スコープ2 
（マーケット基準）排出量合計

単体 1,407 ✓1,018 ✓821

連結 ー ✓1,110 ✓873

項目 バウンダリー 2021年度 2022年度 2023年度

電力使用量 連結 ー ✓3,421,576 ✓2,891,945

電力使用量のうち
再生可能エネルギー 
電力使用量

連結 ー ✓893,386 ✓762,833

電力使用量のうち
再生可能エネルギー 
電力使用量の割合

連結 ー ✓26% ✓26%
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「エコマークアワード2023 優秀賞」を受賞
（価格.com）
価格.comのエコ・サステナブルに関する情報
提供の取り組み（2021年10月～）が評価され、
「エコマークアワード2023」（運営：公益財団
法人日本環境協会 エコマーク事務局）におい
て優秀賞を受賞しました（2023年11月21日）。

サステナビリティ（環境）

社会との連携
循環型社会への貢献
省エネ・再生可能エネルギーや中古商品に関する情報

の発信・提供を通じて、循環型社会の実現を目指した

取り組みをしています。

取り組みの例

価格.com
• 家電・パソコンカテゴリ等でエコマークをはじめとし
た環境ラベル取得情報を表示

• 製品検索における環境ラベルによる絞り込み機能
の提供

• エコ・サステナブルに関する解説コンテンツを設置

• 省エネ・再生可能エネルギーに関する情報の発信・
提供

• 中古製品に関する情報の発信・提供

食べログ
• レストランからの情報発信を可能にするため、店舗
情報ページに「環境や社会への取り組み」欄を設置

• 食べログマガジンでは「食」を通じたサステナビリ
ティの取り組みを行うレストランを取り上げた連載
を開始

キナリノ

• 環境に優しい素材を使用した製品の紹介やサステ
ナブルな暮らしのアイディアに関する情報発信

生物多様性・食資源の保全
環境保全団体と連携を行い、環境保全活動を支援し

ています。

取り組みの例

環境DNAを用いた魚類調査（2020年～）

生物多様性の保全を目的に、大学と市民ボランティア

が進める「環境DNA」を使った日本沿岸の魚類調査に
協力。この調査は科学者が利用できるデータベースの

作成に寄与するとともに、市民や従業員が身近な生態

系を理解し保全方法を考えるきっかけ作りにもなって

います。

 参考  「環境DNAを用いた魚類調査プロジェクト」（外部サイト）
https://www.earthwatch.jp/?product=edna

福岡県柳川市のニホンウナギ保全活動（2022年～）

大学やボランティアと協力し、絶滅危惧種であるニホ

ンウナギとその餌となる生物の生息調査を実施。取り

組みを通じて、日本食文化の貴重な資源であるニホン

ウナギの保全を目指しています。

 参考  「柳川のニホンウナギ」（外部サイト） 
https://www.earthwatch.jp/?product=unagi

 参考  公益財団法人 日本環境協会 エコマーク事務局
エコマークアワード2023（外部サイト） 
https://www.ecomark.jp/award/2023/
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Kakaku.com SUSTAINABILITY

社会 Social

サステナビリティ（社会）

当社グループにとって、重要な経営資源は人であると認識しております。全ての従
業員がより働きやすく、個々の力をさらに発揮できる環境づくりに向けて、引き続
き注力してまいります。

同時に、サービスを安全に提供し続けるためのセキュリティ強化や、サービスをた
ゆみなく進化させる技術の発展に資する取り組みを続けてまいります。

人材育成
従業員一人ひとりが「成長」を意識してセルフマネジメントを行う人材になり、中長期的
なカカクコムの成長を実現することを目的とし、「収益貢献」「組織貢献」「個人の成長」

に対するエンゲージメントを高めることを重要としています。

成長を促進する育成制度

1on1ミーティング
メンバーと上長の間での1on1ミーティングを会社として推奨しており、多くの部署で
実施されています。キャリアや目標について定期的な相談を行うことで、メンバーは自
身の方向性を明確にし、自律性を高めながら持続的な成長につなげることができます。
同時に、上長にとっては、メンバーの能力を引き出し、効果的なキャリア開発支援を行
う貴重な機会となります。

研修制度

従業員一人ひとりのチャレンジと成長の支援、多様なキャリアパスを実現するサポー
ト等を通じて、中長期的な当社の成長を実現するための人材施策を行っています。現
在及び将来の業務で成果を上げるために必要なスキル・知識を得る機会として、画一
的ではない、従業員のニーズに合った支援を実施しています。今後は支援の拡充等を
図り、従業員の学習機会への投資を進めていきます。

※評価制度については、42ページをご参照ください。

応募型研修 リーダーから若手クラスにおいて、ニーズの高いスキル・知識を得る機会とし
て応募型研修を実施しています。研修を通じて、スキルの習得だけでなく、受講
者同士のつながりを作ることで、組織横断でのシナジー創出につなげています。

階層別研修 若手社員向け：新入社員指導に必要な考え方・スキルの研修や、新任管理職
向け：マネジメント研修、管理職向け：ハラスメント研修など、階層/役割に応
じたスキルの習得を目的とした研修。この取り組みにより、各階層の個々の
社員の能力向上を支援するとともに、組織全体の成長を実現しています。

自己学習支援制度 自律的な学びの支援として、100以上のコースから希望する研修をオンラ
インで受講できる仕組みを導入。個々の成長テーマに応じて、スキルをタイ
ムリーに習得することができます。

Kakaku 
Developer 
Meetup 
(社内勉強会)

スキルのアップデートや最新技術のキャッチアップを目的とした勉強会兼交
流会。新規サービス立ち上げの背景や既存サービスにおける新たな取り組み
等、複数の登壇者がプレゼンテーションを行います。職種に関わらず全従業
員を対象に参加者を募っており、組織を横断した学びの場となっています。

新入社員研修 入社時のオリエンテーションと併せて、就業に当たっての必須学習事項とし
て、セキュリティや個人情報取扱等の研修をeラーニングで実施。部署配属
後はOJT形式で担当業務を実際に経験しながら知識、スキルを習得します。
新卒社員にとっては自らの将来像を考えるきっかけとなり、トレーナーに
とっては指導を通じた自身の成長機会にもつながります。
当社が目指すセルフマネジメントができる人材の輩出にも貢献し、個人はも
ちろん組織としての成長を実現する取り組みです。
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サステナビリティ（社会）

キャリアを選択する機会、能力を活かす機会の
整備

キャリアを選択する機会

管理職のほか、高い専門性を発揮して活躍するコース

も設け、従業員それぞれの能力が発揮できるキャリア

パスを備えています。加えて、公募ポジションに自ら応

募し、選考プロセスを経て異動が決定される社内公募

制度を導入しています。多様な経験やスキルを持つ従

業員と、社内のさまざまなポジションをマッチングする

ための仕組みです。

能力を活かす機会

年に1回、「自己申告届」「満足・共感度アンケート」を実
施しています。

「業務内容」「自身の成長」「キャリア・目標とする姿」

「自身と上司とのコミュニケーション」「社内のコミュ

ニケーション」「会社への満足(共感)度」に関する設問
に、従業員は自身の活動を振り返りながら回答すると

ともに、率直な意見を会社に提出することもできます。

この機会を通じて、従業員はセルフマネジメントに取

り組み、各部門の責任者は自部門の従業員と組織の

状況を定量的に把握してより良い環境づくりに取り組

んでいます。

ダイバーシティ・エクイティ&インクルージョン
仕事と家庭の両立サポート
多様なライフスタイルやライフステージの中にある従

業員一人ひとりが、安心して働き続け、パフォーマンス

を発揮できるよう、さまざまな制度を導入しています。

制度の詳細は、43ページをご参照ください。

柔軟な働き方の促進
働きやすい職場環境を整備する一環として、柔軟な働

き方の実現を目指し、フレックスタイム制や在宅勤務

制度を導入しています。自主的な時間管理の幅を広げ、

働く場所を柔軟に選択できるようにすることで、業務

の効率化や主体的な取り組みを促し、業務生産性の

向上にもつながっています。また、柔軟な働き方の推

進を通じて計画的な有給休暇取得にもつなげていま

す。

フレックスタイム制正社員  
2022年度 有給休暇取得率：87.4％

フレックスタイム制正社員 
2023年度 有給休暇取得率：86.6％

さらに、ライフステージの変化に合わせた働き方を選

べるよう育児・介護のための短時間勤務を採用してい

るほか、パートタイム雇用を実施して多様なライフス

タイルに合わせた就業機会を提供しています。

ハラスメント行為防止への取り組み
「就業規則」においてセクシャルハラスメントやパワー

ハラスメント等の職場環境を悪化させる行為を禁止し

ており、重大な場合には懲戒処分を行うことを明記し

ています。また「コンプライアンス・プログラム」におい

てもハラスメントを起こさない職場環境の醸成を当社

の基本的な倫理基準の一つとして掲げるとともに、そ

の実現のために、階層別研修においてハラスメント研

修を行っています。

内部通報制度ではセクシャルハラスメント、パワーハ

ラスメントをはじめとした職場環境を悪化させる行為

を通報対象としており、報告・相談された内容は内部

通報制度のエスカレーションプロセスに則って、是正

措置等が行われます。

 参考  コンプライアンス・プログラム
https://corporate.kakaku.com/company/governance

内部通報制度
https://corporate.kakaku.com/company/sustainability/
governance/ethics#ethics01

外部評価

2020年2月に認定マーク「えるぼし」の3段階目
（3ツ星）を取得しています。
※えるぼし認定：女性活躍推進法に基づく行動計画の策定・届出を
行った企業のうち、女性の活躍推進に関する取り組みの実施状
況が優良である等の一定の要件を満たした企業に対する認定。
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サステナビリティ（社会）

多様性の確保についての考え方

当社は、「コーポレート・ガバナンス基本方針」のもと、

多様な人材が活躍できる環境を作り、従業員それぞれ

が個々の能力を最大限に発揮することで、企業価値の

向上を目指すものとしています。従来から事業環境の

急激な変化にも適切かつ迅速に対応できる人材の採

用及び登用を実施しており、現在、これらの人材が中

核として活躍しております。

今後は、このような経験や専門性を持つ人材に加えて、

性別等を問わない多様な人材の採用・登用を積極的

かつ継続的に行うことで、より一層、環境変化に対応

する企業を目指します。

これらの目的のため、それぞれの特性や能力を最大限

活かせる職場環境の整備や教育、多様なキャリアパス

や働き方を促す等の取り組みを進め、新規事業の創出

や組織の意思決定に活かすための人材施策を実行し

てまいります。

多様性の確保について取り組みなどの詳細は、40
ページをご参照ください。

労働安全衛生
従業員が心身共に安全で快適に働くことのできる職場

環境を維持するため、労働基準法及び労働安全衛生法

に則り、社員、臨時社員及び派遣社員を対象とする「安

全衛生管理規程」を定めています。また、50名を超える

事業所には「衛生委員会」を設置しています。

労働安全衛生についての管理体制及び取り組みの詳細

は、41ページをご参照ください。

情報セキュリティ
提供するサービスの性質上、システムのセキュリティ・

開発・保守管理体制は極めて重要であると考えており

ます。当社では、情報セキュリティポリシーのもと、情報

セキュリティに係る社内規則を制定し、重要な秘密情

報の漏洩・不正な利用など規程に違反する行為があっ

た際には、言及・懲戒解雇などの処分の対象となること

を定めています。十分な理解と遵守を目指してセキュ

リティ教育や外部の事業者による監査の実施など、セ

キュリティリスクへのさまざまな対策を行っております。

外部機関との連携
情報セキュリティに関する新たな脅威やインシデント

（不測の事態）に対応するため事業者団体に加盟し、

継続的な技術動向の把握に取り組んでいます。

今後も外部機関との情報共有や連携を通じ、自社のさ

らなるセキュリティ強化とインシデントの早期検知・

対応の迅速化を図ってまいります。

情報セキュリティについての取り組みの詳細は、37
ページをご参照ください。

日本コンピュータセキュリティインシデント
対応チーム協議会
コンピュータセキュリティインシデントの発生
に適切に対処するため、同じような状況や課題
を持つCSIRTによる緊密な連携体制の実現を
目指しながら、共通の問題を解決する場を設け
ることを目的として設立された協議会です。

当社は、同協議会が運営する複数のワーキング
グループに参加し、インシデントの効果的な再
発防止策に関する事例を基にした分析や、情報
セキュリティ活動に関連する国内法や判例の
理解、情報発信など社会全体のセキュリティ向
上につながる活動を、協議会に参加するさまざ
まな事業者のCSIRTとの協働によって行って
おります。
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サステナビリティ（社会）

プライバシーの保護
お客様及び当社に関わる方よりお預かりした個人情報

を保護し適切に取り扱うため、「個人情報保護マネジメ

ントシステム」を策定するとともに、「個人情報保護方

針」を定め、当社で勤務する全ての従業員に周知し、こ

の方針に従った個人情報の適切な保護に努めています。

個人情報保護マネジメントシステム
当社では、代表取締役社長が「個人情報保護マネジ

メントシステム」の方針について最高権限・承認権を

持っております。

当社の個人情報保護委員会は、個人情報保護管理責

任者を委員長として、個人情報保護委員会事務局及

び代表取締役社長が選任した個人情報保護委員によ

り構成されており、「個人情報保護マネジメントシステ

ム」の運用・維持・改善活動を行っています。個人情報

保護に関する従業員からの相談窓口については、個人

情報保護委員会事務局が担当しています。

 参考  方針等
「個人情報保護方針」 https://corporate.kakaku.com/privacy
「個人情報の取り扱いについて」 
https://corporate.kakaku.com/privacy/about
個人情報の保護についての取り組みの詳細
https://corporate.kakaku.com/company/sustainability/
society/privacyprotection

品質保全・向上
サービスの品質保全
当社グループではサービス品質の維持を図るため、各

サービスにポリシーや運用ルール等を設け、ユーザー

や掲載事業者向けに周知しています。

各サービスにおける品質保全の取り組み

価格.com
• ユーザーに安心してご利用いただくため、利用規約
及びメッセージを掲載

• コミュニティ（クチコミ・レビュー）管理の取り組みと
実施状況を開示

食べログ
• 口コミ・ランキングに対する取り組みを食べログ運
営ポリシーとして掲載

• 健全なコミュニティサイト運営のためのルールとし
て口コミガイドラインを掲載

• 点数の算出方法や考え方、不正対策について公開

求人ボックス
• ユーザーに安心・安全な求人情報を提供するため、
掲載事業者に対して求人掲載における禁止事項を
記載したガイドラインを公開

スマイティ
• 物件情報の精度向上に努めるため、違反物件申告
ページを設置

• おとり物件排除に向けた取り組みを公開

 参考  各サービスにおける品質保全についての取り組みの詳細
https://corporate.kakaku.com/company/sustainability/
society/preservationimprovement

広告品質に関する取り組み

当社グループが取り扱うさまざまなデジタル広告

に関して、お客様に安全に・安心してサービスをご

利用いただけるよう品質保全に努め、2021年10月
に「JICDAQ（一般社団法人デジタル広告品質認証
機構）」より、ブランドセーフティ認証及び、無効トラ

フィック対策認証を取得いたしました。

 参考  広告品質に関する取り組みと諸規定
https://corporate.kakaku.com/adpolicy

JICDAQ（一般社団法人デジタル広告品質
認証機構）
デジタル広告が、生活者や企業、そして社会にとっ
て有益であることを願い、デジタル広告市場が健
全に発展することを目指して立ち上がった認証
機構。広告品質に係る業務プロセスの基準を定め、
事業者の登録・検証・認証を行っています。ブラン
ドセーフティ認証と無効トラフィック対策認証の
2つの分野がJICDAQ認証の対象（2021年10月
時点）であり、共に認証を取得しています。
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サステナビリティ（社会）

サービスを発展させる技術・研究開発の推進

エンジニア育成
担当サービスに合わせた技術研修に加えて、個々のス

キルや経験に応じた教育を行っており、優秀なエンジ

ニアを育てることに注力しています。新たな技術に関

するテックミーティング、各チームでの勉強会・情報共

有も頻繁に行っており、成長できる環境が整っていま

す。また、スキルや知識を発信することで事業と社会双

方の成長に貢献できると考えており、社外イベントで

の登壇、技術ブログを通じた情報発信も行っています。

• Kakaku Developer Meetup
スキルのアップデートや最新技術のキャッチアップ

を目的とした勉強会兼交流会（四半期に一度開催）。

これまでの開催では、ChatGPT plugin開発に関わ
るエピソード、AIを活用した業務効率化の取り組み
などをテーマとして取り上げております。

• Tabelog Tech Meeting
食べログ開発本部のエンジニア全員を対象とした、

技術や知識を15分程のプレゼンテーション形式で
共有・発信する会議（隔週で開催）。横断的な知見や

技術の共有、新しい技術によって今後の開発業務が

どう変化するのか等、幅広いテーマを扱っています。

• カカクコムTech Blog
カカクコムのエンジニアが日々の業務で得た知見や

技術的課題への取り組みを共有する場。エンジニア

がどのような環境や組織で何を考え、どこを工夫し

て開発し、どのような成果を上げたのか、そこにどん

な学びがあったのかを社外に発信することによって、

エンジニアコミュニティに貢献する文化を強く根付

かせることを目的としています。

• Tabelog Tech Blog
技術的課題に対する取り組みやプロダクト開発の

試行錯誤で得た学びなど、食べログの開発にまつわ

るさまざまな情報を発信するブログ。 エンジニアだ
けでなくデザイナーやプロダクトマネージャーも執

筆し、会社に根付く「ユーザー本位」の価値観のもと、

食べログが目指していることや、そのための取り組

みを発信しています。

新たな技術への具体的取り組み

生成AIの進化による検索や情報収集の変化を見据
え、試験的な導入を通じて既存サービスの改善や新規

サービスの開発に活かすよう取り組んでいます。

また、パートナー企業との協業を通じて新たな付加価

値の創造とその社会実装を目指しています。

• 生成AI技術の導入
2023年5月に食べログでChatGPT向けプラグイン
をリリースし、日本国内のインターネットサービスと

して初の試みに。その後、価格.com（商品検索）、価

格.com旅行・トラベル、求人ボックス、格安移動な
どのサービスにもプラグインを展開しました。
※現在は公開を終了しています

• AIチャットサービス
2023年7月に食べログアプリにAIチャットを試験
導入。ユーザーの質問から潜在的なニーズを理解し、

店舗情報や口コミなどから最適なお店を提案する

仕組みを構築しました。
※現在は公開を終了しています

各種カンファレンスへのスポンサード・セキュリティ
関連団体への加盟

技術発展と技術コミュニティ活性化への貢献を目的と

し、各種協賛や業界団体への加盟を通じて、支援等に

取り組んでいます。

• 一般社団法人セキュリティ・キャンプ協議会

• RubyKaigi

• iOSDC Japan

• DroidKaigi

• PHPカンファレンス

• Developers Summit
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サステナビリティ（ガバナンス）

コーポレート・ガバナンス
コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方、コーポレート・ガバナンスシステム、コーポレート・ガバナンスの実効性を高めるための取り組みについ

ては12ページをご参照ください。

リスクマネジメント
リスクの顕在化を回避・抑制する取り組み、リスクが顕在化した場合の対処、及びそれら全般を管理する体制、リスクについて取るべき適切な対策や

行動についての研修等については、18ページをご参照ください。

企業倫理・人権尊重
当社グループの役職員が遵守すべき基本的な倫理基準及び行動指針、コンプライアンス体制の整備・強化、コンプライアンス意識の醸成のための継

続した研修体制などについては、17ページをご参照ください。

Kakaku.com SUSTAINABILITY

ガバナンス Governance

当社グループは、株主をはじめ、顧客、取引先、従業員ひいては社会全体との共栄
を目指すべきと考えており、各ステークホルダーとの関係強化及び経営統治機能
の充実を図ることを経営上の最重要項目と位置付けております。今後も社会環境
の変化や、法令等の施行・改定に応じてコーポレート・ガバナンスの実効性を高め
るために必要な見直しを行っていく方針です。
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サステナビリティ

社会貢献活動
災害復興支援
災害の多い日本において、自然災害にレジリエントな社会への貢献を目指しています。

取り組みの例

• 東日本大震災復興支援の継続的な実施をはじめ、震災その他の災害からの復興支
援の実施

• 寄付型自販機を通じた、社内設置自販機の売上に応じた防災林の植林支援

文化発展支援
「日本フィルハーモニー交響楽団」や「東北ユースオーケストラ」の活動支援など、音

楽文化への支援を行っています。

ボランティア休暇制度
当社は、社員がボランティア活動を通じて社会に貢献することを支援するため、年次

有給休暇とは別の有給休暇(年3日間)を取得できる制度を設けています。

56
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サステナビリティデータブック

※1 株式会社カカクコム在籍の社員に加え、受入出向社員を含む該当年度末（3月31日時点）の人員数。ただし社外への在籍出向者は含めず。
※2 契約社員、アルバイト（フルタイム）の該当年度の年間平均人員数。

※1 該当年度末（3月31日時点）におけるエンジニアの割合。　※2 該当年度末（3月31日時点）におけるエンジニア部門の女性社員割合。
※3 該当年度末（3月31日時点）における事業部門に在籍する人数割合（エンジニア除く）。　※4 該当年度末（3月31日時点）における事業部門の女性社員割合。
※5 該当年度末（3月31日時点）におけるエンジニア部門・事業部門を除いた割合。
※6 該当年度末（3月31日時点）におけるエンジニア部門・事業部門を除いた部門の女性社員割合。
※7 厚生労働省「障がい者の雇用の促進等に関する法律」に基づく算出方法と同様の方法で、該当年度末（3月31日時点）を基準日として算出。
※8 該当年度中に配偶者が出産した直接雇用社員（受入出向者は含まず、在籍出向者を含めて算出）のうち、育児休業を取得した割合。
※9 該当年度中に産前産後休暇の取得を開始した直接雇用社員（受入出向者は含まず、在籍出向者を含めて算出）のうち、育児休業を取得した割合。

※1 該当年度における社員（在籍出向者含む。但し、欠勤控除者は該当年月の対象から除く。）の年間給与（賞与、基準外賃金も含む）の平均。
※2 該当年度の、各雇用形態における男性の賃金に対する女性の賃金の割合。「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（平成27年法律第64号）の規定に基づき算出。

※1 該当年度中に正社員（部室長以下が対象）向けに1度実施する任意での調査に対する回答割合。
※2 自己申告届にて「総合的な会社への満足（共感）度」を問う設問において、肯定的な回答をしている社員の割合。
注記：いずれもタレントマネジメントシステム上にて実施。

※1 該当年度内における新卒採用と中途採用を合わせた新規採用数。
※2 該当年度初（4月1日時点）に在籍する社員数に対する、該当年度中の離職者数の割合。

2024年8月23日時点

項目 範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

従業員の状況

社員数 ※1

男性

単体
人

558 594 632 669

女性 318 377 427 461

合計（単体） 876 971 1,059 1,130

合計（連結） 連結 1,172 1,238 1,361 1,381

年代別社員数

30歳未満

単体 人

218 227 254 255

30～39歳 439 472 496 540

40～49歳 204 248 272 289

50歳以上 15 24 37 46

合計 876 971 1,059 1,130

平均年齢 単体 歳 35.4 35.8 36.0 36.3

平均勤続年数

男性

単体 年

5.5 5.8 5.8 6.2

女性 4.4 4.5 4.7 5.2

全体 5.2 5.3 5.3 5.8

雇用形態別社員数
正社員

単体 人
876 971 1,059 1,130

臨時雇用社員 ※2 215 222 238 285

採用・離職

新規採用数 
（新卒・中途）※1

男性

単体 人

75 94 99 92

女性 66 82 75 63

合計 141 176 174 155

離職率 ※2 単体 ％ 7.7 9.1 7.7 6.8

項目 範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

ダイバーシティ

女性管理職比率

部長クラス以上

単体 ％

7.9 12.0 11.4 11.3

課長クラス 20.0 16.9 19.3 21.4

全体 15.7 15.0 16.2 17.5

部門別構成比

エンジニア部門 ※1

単体 ％

24.9 26.0 26.1 27.2

　うち女性比率 ※2 12.4 12.4 12.1 12.7

事業部門 ※3 49.0 50.9 49.5 51.7

　うち女性比率 ※4 41.0 46.2 46.1 49.9

その他部門 ※5 26.1 23.1 24.4 21.1

　うち女性比率 ※6 48.1 50.7 57.6 52.5

障がい者雇用率 ※7 単体 ％ 2.9 3.4 3.3 3.0

育児休業取得率
男性 ※8

単体 ％
14.3 39.3 50.0 50.0

女性 ※9 85.7 87.0 93.8 88.6

報酬
平均年間給与 ※1 単体 千円 6,884 6,795 6,845 7,051

男女間賃金差異 ※2

全労働者

単体 ％

- - 73.2 74.5

正社員 - - 77.7 78.4

パート・有期社員 - - 94.8 94.1

エンゲージメント
共感度アンケートの回答率 ※1 単体 ％ - - - 90.7

満足度が高い社員の割合 ※2 単体 ％ - - - 87.5

社会
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サステナビリティデータブック

※ ✓で示す数値は、一般社団法人日本能率協会によりISO14064-3:2019に準拠した検証による第三者保証を取得済み。

※1 取締役（社外取締役を除く）の1名は無報酬のため、取締役の支給人数から除いた数値。
※2 社外取締役の2名は無報酬のため、社外取締役の報酬の支給人数から除いた数値。

2024年8月23日時点

項目 範囲 単位 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

温室効果ガス排出量

スコープ1
単体

t-CO2e
- ✓5 ✓6 ✓6

連結 - - ✓9 ✓9

スコープ2（マーケット基準）
単体

t-CO2e

- ✓1,402 ✓1,012 ✓815

連結 - - ✓1,101 ✓864

スコープ2（ロケーション基準）
単体 - ✓1,424 ✓1,305 ✓1,103

連結 - - ✓1,485 ✓1,268

スコープ1＋スコープ2 
（マーケット基準）排出量合計

単体
t-CO2e

- 1,407 ✓1,018 ✓821

連結 - - ✓1,110 ✓873

温室効果ガス排出量

電力使用量

総量

連結 kWh

- - ✓3,421,576 ✓2,891,945

　うち再エネ電力使用量 - - ✓893,386 ✓762,833

　再エネ比率 - - ✓26% ✓26%

項目 単位 2024年3月31日時点

機関構成
組織形態 監査役設置会社

取締役に関する事項
定款上の取締役の人数 人 11
定款上の取締役の任期 年 1
取締役会の議長 取締役社長

取締役の人数
人数 人 9
　うち女性 人 1
　女性比率 % 11.1

社外取締役の人数
人数 人 4
　うち女性 人 0

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

人数 人 3
　うち女性 人 0

平均在任年数 年 9.6
監査役に関する事項
定款上の監査役の人数 人 5

監査役の人数
人数 人 3
　うち女性 人 1

社外監査役の人数
人数 人 2
　うち女性 人 1

社外監査役のうち独立役員に指定されている人数 人 2

項目 単位 2023年度

取締役会の状況
取締役会開催数 回 17

出席率
社内取締役 % 100
社外取締役 % 100
社外監査役 % 100

パフォーマンス評価実施有無 実施済

報酬

取締役（社外取締役を除く）の報酬
総額 百万円 290
支給人数 ※1 人 4

社外取締役の報酬
総額 百万円 28
支給人数 ※2 人 3

監査役（社外監査役を除く）の報酬
総額 百万円 25
支給人数 人 2

社外監査役の報酬
総額 百万円 18
支給人数 人 2

報酬等の総額が1億円以上である者の報酬額 百万円 113

環境 ガバナンス




